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Abstract
In 1936, lectures on Japanese culture (Nippon Bunka Kogi) were mandated by the Ministry of Education for compulsory 
subjects at national universities, senior high schools, and technical schools that were under the direct control of the 
ministry. Further to this, the ministry strongly recommended that private universities, senior high schools, and technical 
schools should conduct lectures about Japanese culture. The objective of this paper is to examine how private 
universities in the Tokyo region during wartime responded to the ministry’s recommendation to conduct these lectures 
on Japanese culture. 
The responses of each private university to the aforementioned recommendation were varied. It would appear that 
lectures on Japanese culture were not always effective at private universities in the Tokyo region during wartime.    
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１．はじめに 
  
教育は当該分野における知識や技能を教えること
であり、学問は理論によって体系化された知識の集
成である。両者は深い関係を持ちながらも区別して
用いられる。この「教育」と「学問」を合わせた言
葉に「教学」がある。「教育」や「学問」という言葉
が日常的に用いられているのに対し、「教学」という
言葉を目にする機会はさほど多くない。 
この「教学」に「刷新」を加えた「教学刷新」と
いう言葉は現在では日常的に使われることはほとん
どないが、戦時期には頻繁に用いられる言葉であっ
た。そのきっかけは昭和 10（1935）年２月の天皇機
関説事件である。この事件を契機として国体明徴運
動が展開されていき、昭和 10 年 11 月にはその名も
「教学刷新評議会」が設置されることになった。寺
崎昌男によれば、「初代文部大臣となった森有礼は
「学問」と「教育」とは別物であり、帝国大学は「学
問」の場所、中学校以下の学校は「教育」の場所、
その中間にある高等中学校（のちの旧制高等学校）
は半ば「学問」半ば「教育」の場であると宣言した」
１）が、「教学刷新」は国体という観念を媒介させ教
育と学問を融合する運動であり、終戦時まで続くこ
とになる。 
教学刷新の具体的な動きとして設置された教学刷
新評議会は昭和 11 年 10 月に「教学刷新ニ関スル答
申」を出した。この答申に基づき、教育と学問を管
掌する文部省においては国体の本義に基づく教学の
刷新振興を図る中心機関として教学局が昭和 12 年
７月に中央官庁に準ずる外局という位置づけで設置
された。教学局が所管する教学刷新事業として『国
体の本義』の編纂、日本文化教官研究講習会の実施、
日本諸学振興委員会による各分野での官製学会の実
施といった諸事業が行われていくことになった。 
本稿で取り上げる日本文化講義はこの教学刷新事
業の一環として教学刷新評議会の答申に先立つ形で
昭和11年７月22日付けの発思87号通牒により帝国
大学や官立大学、官立の高等学校、高等専門学校等
の文部省直轄諸学校に実施が要請されていったいわ
ば「国策講義」である。 
国民的性格の涵養や日本精神の発揚に資するよう
にという目的で日本文化講義の実施が要請されるこ
とになったが、そもそも昭和５年度に官立高等学校
を対象にして、一般思想問題や社会問題に対して穏
健な識見と批判力を養わせ、外来思想のみに傾注す
るのを防ぎ、日本精神の本義に十分に目覚めさせる
という目的で特別講義制度が実施されることになっ
た。この特別講義は昭和６年度には官立の専門学校、
実業専門学校、高等師範学校、大学予科に対象が拡
大していく。つまり日本文化講義の前身とも言える
特別講義は大学以外の高等教育機関で既に実施され
ていたが、昭和 11 年に帝国大学や官立大学をはじめ
とする文部省直轄諸学校に導入されることになった
日本文化講義は学問探究の場としての最高学府であ
る大学においても実施されることになった点で、教
育のみならず学問も刷新するという「教学刷新」を
象徴する施策であった。 
教学刷新評議会の答申では「学問研究・大学刷新
ニ関スル実施事項」として具体的に「国体・日本精
神ヲ学問的体系ニ於テ明ニシ、我ガ国独自ノ立場ニ
於テ、独特ノ内容ト方法トヲ有ツ精神諸学ヲ発展セ
シムルコト肝要ナリ」、「我ガ国ノ大学ハ国家ノ重要
ナル学府トシテ、国体ノ本義ヲ体シ、以テ学問ノ蘊
奥ヲ攻究シ、教養アル指導的人材ヲ養成スルヲ本分
トス。凡テ大学ニ於ケル学問ノ研究、学生ノ教育並
ニソノ制度ノ運用等ハ、コノ精神ニ合致スルモノタ
ラシムベシ」２）などと述べられており、大学におけ
る学生の教育と学問の研究いずれもが国体・日本精
神を中核においてなされるという形で刷新を迫られ
ることとなった。 
筆者はこれまで４回にわたり本誌『大阪工業大学
紀要』に日本文化講義に関する論考を発表してきた
が３）、本稿では「教育行政当局からは軽視され、軍
部からは危険視されるという位置にあった」４）私学
に着目し、戦時期に東京圏に所在した私立の大学、
高等学校、専門学校における日本文化講義への対応
について考察したい。 
 
２．なぜ私立の高等教育機関における日本文化講
義に着目するのか 
 
文部省・教学局５）の思想対策の概況を説明する資
料に『思想対策の概況』６）という謄写版 22 頁の小
冊子がある。発行年月不明だが、記述からして昭和
19（1944）年４月以降に教学局より出された可能性
が高い。この小冊子は「一．思想対策の中枢的機関」
「二．教学局の沿革並に其の間に於ける施策」「三．
根本的対策」「二
ママ
〔四〕．当面的対策」の４部構成と
なっている。このうち、「二．当面的対策」は「（一）
日本精神の昂揚と内外情勢の推移並日本の世界的地
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位に対する認識ノ確立」と「（二）修錬に依る日本精
神の透徹具現」に分かれるが、前者は更に「１．大
学・高等専門学校に於ける訓育の強化方策の実施」
「２．高等諸学校教員に対する錬成実施」「３．日本
文化講義」「４．国書其の他諸資料の編纂刊行及頒布
並に図書選奨」「５．文化団体の助成指導」「６．思
想指導者に対する思想錬成」「７．学徒の徴集延期停
止並に勤労動員に関する思想対策の強化」に分かれ
ている。少なくとも終戦を迎える１年余り前の昭和
19 年４月以降の段階において日本文化講義は思想
対策の中心に依然として置かれていたことが確認で
きる。 
『思想対策の概況』の「３．日本文化講義」の全
文は次の通りである。 
大学・高等専門学校の学生生徒をして国民的性
格の涵養、日本精神の発揚に資せしむると共に
日本独自の学問文化に付十分なる理解体認を得
せしむるの目的を以て昭和十一年より直轄の大
学、高等専門学校に対し権威ある学者、実際家
に委嘱し日本文化に関する講義を実施し特に時
局下興亜建設の大業に邁進するの心構と識見の
涵養に力めつつあり 尚公私立大学、高等専門
学校に対しても本講義実施方慫慂成しつつあり
７） 
「特に時局下興亜建設の大業に邁進するの心構え
と識見の涵養に力めつつあり」の文言に示されるよ
うに毎年各校に送付される日本文化講義の実施に関
する通牒文には「大東亜共栄圏建設ノ歴史的使命ニ
鑑ミ」（昭和 17 年４月 28 日付けの発指１号通牒）、
「大東亜戦争ノ完遂大東亜共栄圏建設ニ邁進シツツ
アル我国ノ歴史的使命ニ鑑み」（昭和 18 年５月 21
日付けの発学 20 号通牒）といった言葉が加わるよう
になり、学生・生徒に対して国体・日本精神の真義
を徹底させ日本国民である自覚・信念を涵養し、ま
た日本独自の文化に関して十分なる理解を得させる
という当初の目的に時局への現実的対応が付加され
る内容となった。 
『思想対策の概況』で注目されるのは「尚公私立
大学、高等専門学校に対しても本講義実施方慫慂成
しつつあり」という文言である。実際に文部当局は
昭和 11 年７月 22 日付けで私立の高等教育機関に対
し発思 87 号通牒「日本文化講義実施ニ関スル件」を
送り、次のように通達していた。 
今般本省ニ於テ教学刷新ノ見地ヨリ学生生徒ヲ
シテ益々国体並日本精神ノ真義ヲ徹底セシメ日
本国民タルノ自覚並信念ヲ涵養スルト共ニ日本
独自ノ文化ニ関シ十分ナル理解ヲ得シムル事ハ
現下ノ時勢ニ鑑ミ最モ緊要ナリト思料シ本年度
ヨリ直轄学校ニ対シ別記要旨ノ日本文化講義ヲ
実施セシムルコトニ決定相成リタルニ付テハ貴
学ニ於テモ之ニ準シ本制度ノ趣旨ノ達成ニ御尽
力有之様特ニ御配慮相成度依命此段及通牒 
昭和 13 年３月末日現在の調査によれば高等学校
全体に占める私立の学校数の割合は 12.5％にとど
まるが、大学、専門学校に占める私立の学校数の割
合はそれぞれ55.6％、85.6％と過半を占めていた８）。
帝国大学、官立大学、官立高等学校、官立専門学校
などの文部省直轄諸学校だけでなく私立の大学や高
等専門学校に対しても日本文化講義の実施を勧めざ
るを得ない事情として高等教育機関における私立の
構成比が高いという厳然たる事実があった。このよ
うな事情を踏まえ、今回は私立の高等教育機関（大
学、高等学校、専門学校）が文部当局からの日本文
化講義実施に関する通牒に対してどのように対応し
たかについて調査を行った。 
筆者は以前に拙稿で関西圏の私立大学を中心に日
本文化講義の展開について考察した９）。今回は戦時
期に東京圏に所在した私立の高等教育機関に焦点を
当て、私立大学（藤原工業大学と興亜工業大学は除
く）18 校、私立高等学校１校、私立専門学校５校を
調査対象とし、文部省・教学局より「日本文化講義
実施ニ関スル件」の通牒を受け取ることになった私
立の高等教育機関がこれにどのように対応したか、
横断的に見ていくことにしたい。 
 
３．各校における日本文化講義の実施に関する調
査結果 
 
3.1 調査対象と調査方法 
戦時期の東京圏に所在する私立の高等教育機関の
うち本稿で調査対象としたのは具体的に私立大学
18 校（慶應義塾、早稲田、明治、法政、中央、日本、
國學院、東京慈恵会医科、専修、立教、拓殖、立正、
駒沢、東京農業、日本医科、大正、東洋、上智）、私
立高等学校１校（成城）、私立専門学校５校（明治学
院、青山学院、大倉高等商業学校（東京経済大学の
前身）、横浜専門学校（神奈川大学の前身）、東京女
子大学）の合計 24 校である。 
日本文化講義の実施に当たり、帝国大学や官立の
大学・高等学校・高等師範学校・実業専門学校とい
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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った文部省直轄諸学校は実施状況を毎年度文部省・
教学局に提出する必要があった。以前に拙稿で述べ
た通り 10）、これを文部省・教学局が集計した資料が
昭和 16（1941）年度分まで存在することが現時点で
確認できており、文部省直轄諸学校における日本文
化講義の実施事例は比較的容易に把握できる。 
他方、私立の大学や高等学校、専門学校に対して
は昭和 12 年度と 13 年度の日本文化講義実施状況に
ついて文部省・教学局が各校に通牒を送り照会を行
った。すなわち昭和 12 年度については 13 年３月８
日付けの発指 17 号通牒「日本文化講義実施状況報告
ニ関スル件」が、昭和 13 年度については 14 年５月
１日付けの発指 19 号通牒「日本文化講義実施状況照
会ノ件」が私立の高等教育機関宛てに送付された。
このうち昭和 12 年度については更に 13 年５月 17
日付けの発指 17 号通牒も発信されていた 11）。この
通牒の全文は次の通りある。 
日本文化講義実施状況報告ニ関スル件 
三月八日付発指一七号ヲ以テ照会シタル標記ノ
件未ダ御回報無之事務上支障不尠ニ付折返シ御
回報相成度 
この通牒の文言より昭和 13 年３月８日付けの発
指 17 号通牒に対して回答しなかった大学等に回答
を督促したことが確認でき、少なくとも昭和 12 年度
においては私立の大学等が日本文化講義を実施した
か否かに文部当局は一定の関心を持っていたと推量
される。 
しかし、昭和 14 年度以降については私立の大学・
専門学校等に日本文化講義の実施状況に関し報告を
求める通牒は筆者が調査した限り現時点において発
見できていない。私立の大学等への日本文化講義の
実施状況の照会は昭和 12、13 年度の２年度だけに限
られた可能性が高いと思われる。 
私立の高等教育機関における日本文化講義の実施
状況を把握するためには、①各校が所蔵する文部
省・教学局との往復文書の簿冊、②日本文化講義の
講師選定や実施に関する学内稟議を綴った教務関係
文書の簿冊、③理事会、評議員会、教授会、部長会、
教職員会議などの意思決定機関の議事録、④日々の
業務・行事等を記した教務日誌、庶務日誌などの日
誌類、⑤学内で実施予定あるいは実施済みの行事や
講演などを伝える週報や月報等の学内報（学内行事
を掲載した彙報欄などがある紀要類も含む）、⑥学内
の行事や動向を伝える学生新聞、⑦①～⑥の資料を
踏まえ各校が作成した百年史などの大学沿革史、な
どを調査する必要がある。 
①は前述した日本文化講義実施状況に関する文部
省・教学局への回答の控えないしは下書きの文書が
綴られていることが多く、これが日本文化講義の実
施を確認する一次資料である。②～⑥については一
次資料とまでは言い切れないが、学内で日本文化講
義を取り扱った証拠として利用可能な資料である。
ただし、それぞれに制約もある。①～④については
戦災による焼失や廃棄済みといった理由で所蔵され
ていないこともある上に、所蔵されていても「未整
理」、「学外には非公開」といった理由で閲覧が許可
されないことがある。 
本稿で調査対象とした前述の 24 校のうち閲覧許
可を受けられた（先方が該当資料を事前に一部抜き
出して複写し閲覧に供した場合や掲載資料集を送付
した場合も含む）のは、①については慶應義塾、早
稲田、明治、中央、専修、立教、拓殖、駒沢、上智、
明治学院、青山学院の 11 校、②については早稲田、
専修の２校、③については早稲田、専修、成城、青
山学院、横浜専門学校の５校、④については慶應義
塾、明治学院、東京女子の３校であった。 
講演などの行事を知る上で⑤と⑥は有力な資料で
あるが、発行していない、発行していても欠号が多
いあるいは当該大学にも所蔵されていない、という
制約がある。⑦の入手は容易であるが、今回調査対
象とした 24 校のうち日本文化講義の自校における
実施について沿革史中で言及しているのは中央、拓
殖、駒沢、日本医科の４校のみである。 
このような事情で調査対象とした私立大学等は前
述の通り 24 校あるものの、以下で見る通り日本文化
講義の実施事例を確認できた件数はさほど多くなか
った。以下では、日本文化講義への対応という観点
から①日本文化講義を実施した大学・学校、②文部
省・教学局に対して日本文化講義の実施を報告しな
がら学内では日本文化講義としての実施をしなかっ
た可能性がある大学・学校、③文部省・教学局に対
して昭和 12 年度もしくは 13 年度について「日本文
化講義を実施せず」と報告した大学・学校、④日本
文化講義を実施したか否か不明である大学・学校、
の４グループに分けて調査結果を示したい。 
 
3.2 日本文化講義を実施した大学・学校 
「日本文化講義を実施した大学・学校」で意味は
もちろん通じるが、次の 3.3 との対比で言えば、や
や違和感のある表現ながら「日本文化講義を日本文
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化講義として実施した大学・学校」ということにな
る。これは昭和 12（1937）年度あるいは 13 年度の
日本文化講義について文部省・教学局に実施状況を
報告し、かつ学内で「日本文化講義」あるいは「日
本文化講座」という名称の講義を実施したことが確
認できる大学・学校を指す。 
また、文部省・教学局への日本文化講義実施状況
報告の文書は確認できなかったものの学生新聞等の
記事から判断して学内で日本文化講義を実施したと
断定しうる大学・学校も含まれる。前者には中央大
学１校が該当し、後者には日本医科大学、成城高等
学校、東京女子大学、駒沢大学、大正大学、立正大
学、立教大学、大倉高等商業学校の８校が該当する。
以下、これら９校について個々に実施事例を見てい
くことにする。 
(1) 中央大学 
中央大学の日本文化講義 12）については、文部省・
教学局との往復文書の中に昭和 12（1937）、13 年度
の日本文化講義実施状況報告の控え（もしくは下書
き）が残っている上に日本文化講義あるいは日本文
化講座としての実施記事が学内報『中央大学々報』
と学生新聞『中央大学新聞』に掲載されていた。こ
のことから中央大学では日本文化講義が日本文化講
義として実施されていたことを確認できた。 
しかし、昭和 12、13 年度以外の年度については
15 年度の実施事例が『中央大学々報』および『中央
大学新聞』で１件確認できるのみである。現時点に
おいて中央大学で実施されたことが確認できた日本
文化講義は表－１の通りである。 
 
表－１ 中央大学における日本文化講義の実施事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
５月15日
大学部学生320
名、専門部生徒
540名
文学博士 山田　孝雄 吾ガ国民精神ノ中枢
（未記載） 加藤　熊一郎（咄堂）
国民精神総動員ト日本精
神
歩兵少佐 岩崎　春茂 （未記載）
文学博士 山田　孝雄 我ガ国体ノ本義
海軍中佐 水野　恭介 上海及び南支方面に於ける我海軍の活動
７月７日
昼間部大学部・
大学予科・専門
部1,000名
中央大学学長・法
学博士 林　賴三郎 時局ニ対スル訓示
７月７日
夜間部大学部・
大学予科・専門
部1,800名
中央大学教授・文
学士 小林　一郎 日本国民ノ覚悟
15 ６月29日 （未記載） 東大名誉教授文学博士 高楠　順次郎 文化創造の原動力
大学部学生550
名、予科生徒650
名、専門部生徒
1,250名
大学部学生430
名、予科生徒580
名、専門部生徒
520名
12
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10月18日
11月24日
 
（資料）中央大学大学史資料課所蔵『文部省往復文
書』、『中央大学々報』（中央大学）、中
央大学新聞縮刷版編纂委員会編『中央大学
新聞縮刷版』（中央大学新聞学会、平成
12 年） 
 
＜昭和 12 年度＞ 
中央大学が文部省・教学局に提出した日本文化講
義実施状況報告の文書には教授題目、講師、聴講者
数、講義要項が記されている。この文書では、昭和
12 年５月 15 日に文学博士・山田孝雄により「吾ガ
国民精神ノ中枢」という題目で実施された第１回日
本文化講義の講義要項として「一．国民精神トハ何
カ／二．国民精神ト国体国民道徳トノ関係／三．国
民精神生活ノ貴重タル人生観／四．国民精神ノ発現
／五．国民精神ノ考察／六．国民精神ノ特色ヲ表ハ
ス重大ナル国語／八
ママ
．国民精神ノ中枢ノ有スル特質
／九
ママ
．結語」と記されていた。 
また、『中央大学々報』第 10 巻第２号（通巻第 52
号、昭和 12 年７月）では校報の頁で「第一回文化講
座」の見出しの下、「新設の日本文化講座第一回講義
は五月十五日午後三時より新講堂に開催。講師は文
学博士山田孝雄氏。演題は「吾が国民精神の中枢」
であつた」13）と簡単に報じている。更に『中央大学
新聞』第 127 号（昭和 12年５月 25 日）は２面で「日
本文化講座」という四角囲みの横見出しと「第一回
講義は山田孝雄博士」という縦見出しを付けた上で
次のように報じた。 
今春より新に開講せられた日本文化講座はそ
の第一回講義を五月十五日午後三時より新講
堂に於て開催、講師は文学博士山田孝雄博士で
「吾が国民精神の中枢」と題して熱弁を振はれ
た 
これ以前の『中央大学々報』と『中央大学新聞』
に日本文化講義（日本文化講座）に関する記事はな
いことや「新設の」「今春より新に開講せられた」と
いう記事中の文言から判断して中央大学での日本文
化講義は昭和 12 年度から始まったと断定して大過
は無いと思われる。 
文部省・教学局への日本文化講義実施状況報告で
は第二回講義として昭和12年10月18日の加藤熊一
郎（咄堂）による「国民精神総動員ト日本精神」し
か記されていないが、『中央大学々報』第 10 巻第４
号（通巻第 54 号、昭和 12 年 11 月）の校報の頁には
日本文化講座という見出しで「日本文化講座第二回
講義は十月十八日午後六時より新講堂に開かれた。
講師は加藤咄堂、歩兵少佐岩崎春茂の両氏、了つて
支那事変ニユースがあり盛会であつた」14）と報じら
れており、歩兵少佐・岩崎春茂による講演もあった
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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と見られる。なお、これに関する『中央大学新聞』
の記事はない。 
同様に文部省・教学局に提出した報告文書では昭
和 12 年 11 月 24 日に第三回として文学博士・山田孝
雄による「我ガ国体ノ本義」のみが報告されている
が、『中央大学々報』第 10 巻第５号（通巻第 55 号、
昭和 13 年１月）の校報欄には日本文化講座の第三回
として山田孝雄以外に海軍中佐・水野恭介による「上
海及び南支方面に於ける我海軍の活動」も挙げられ
ており（31 頁）、『中央大学新聞』第 138 号（昭和 12
年 12 月 25 日）でも２面で「文化講義講演会」の見
出しとともに水野の講演を紹介している。 
＜昭和 13 年度＞ 
昭和 13 年度に実施された日本文化講義は文部
省・教学局に中央大学が提出した日本文化講義実施
状況報告の文書には昭和 13 年７月７日に実施した
学長・法学博士・林頼三郎による「時局ニ対スル訓
辞」と教授・文学士・小林一郎による「日本国民ノ
覚悟」が記されているだけである。 
この文書には講義要旨として別紙が２点添付され
ており、１点は小林の講演概要（中央大学の便箋５
枚分）であり、もう１点は『中央大学新聞』第 148
号（昭和 13 年７月 30 日）２面の切り抜き記事であ
った。この記事は大講堂で行われた支那事変一周年
記念式における訓辞を伝えている。同紙記事中には
日本文化講義ないしは文化講座という文言は見られ
ないが、中央大学では教学局指導部長に「五月一日
付発指一九号ヲ以テ御照会ノ件昭和十三年七月七日
支那事変一周年記念講演ヲ兼テ実施、其ノ状況別紙
ノ通リ及報告候也」と報告していた。 
なお、『中央大学々報』第 11 巻第３号（通巻 59
号、昭和 13年９月）の校報欄でもこの支那事変勃発
一周年記念式は簡単に紹介されているが、日本文化
講義という記述はない。 
＜昭和 15 年度＞ 
『中央大学々報』『中央大学新聞』には昭和 14 年
度の日本文化講義の実施を伝える記事は掲載されて
いない。『中央大学々報』第 13 巻第２号（通巻第 70
号、昭和 15年７月）は校報欄で「日本文化講義」と
いう見出しの下、次の通り伝えている。 
本年度第一回日本文化特別講義は去る六月二
十九日午後一時より大講堂に於て開催され頗る
盛会であつた。当日の講師は東大名誉教授文学
博士高楠順次郎氏で、演題は「文化創造の原動
力」であつた。15） 
また、『中央大学新聞』第 85 号（昭和 15 年６月
30 日）は３面の学内短信欄で「本学では去る廿九日
（土）東大名誉教授文学博士高楠順次郎氏を聘して
「文化創造の原動力」と題する日本文化特別講義を
午後一時から大講堂に於て開催した」と簡単に報じ
ている。 
なお、『中央大学々報』は少なくとも第 15 巻第５
号（通巻第 86 号、昭和 19 年５月）まで、また『中
央大学新聞』は第 249 号（昭和 19 年５月 20 日）ま
で発行されたが、ともに昭和 16 年度については日本
文化講義の記事は掲載されておらず、中央大学で昭
和 16 年度以降に日本文化講義が実施されたか否か
は現時点で不明である。 
 
(2) 日本医科大学 
日本医科大学図書館からは文部省・教学局との往
復文書、理事会・教授会の議事録や日誌類について
は所蔵していないとの回答があり、日本医科大学に
ついては日本文化講義の実施を確認できる資料は少
ない。しかし、『日本医科大学自治会報 縮刷版』（昭
和 56 年）には『日本医科大学自治会会報』をはじめ
とする学生新聞が収録されており 16）、日本医科大学
で実施された日本文化講義の記事が確認できた（表
－２参照）。 
 
表－２ 日本医科大学における日本文化講義の実施
事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
９月19日 学部１年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
９月18日 学部２年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
10月１日 学部３年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
10月２日 学部４年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
９月26日・
10月24
日・１月11
日
予科１年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
９月16日・
10月７日・
１月28日
予科２年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
９月20日・
10月14
日・１月30
日
予科３年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
12 （未記載） （未記載） 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
６月18日 予科 東大文学部長 今井　登志喜 日本文化の特色
９月19日 学部３・４年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
９月26日 学部２年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
10月24日 学部１年 日本医科大学教授 二木　謙三 （未記載）
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（資料）『日本医科大学自治会報 縮刷版』（日本医
科大学同窓会、昭和 56 年） 
 
『日本医科大学自治会会報』第１号（昭和 11 年
10 月６日）は３面で「全国各種大学に日本文化講義
実施／文部省の情操教育徹底」という見出しの下、
日本文化講義について大きく報じている。同紙はま
ず文部省の方針と大学の対応を次の通り伝えた。 
−6−
上久保　敏
文部省では予てより全国高等学校生徒の思
想対策に資するため思想善導特別講義を実施
し来つたが今般全国官立大学にも同講座を施
設し学生の情操教育を徹底せしめる必要あり
とてその設置方を慫慂してゐる。 
本学にても「国体並日本精神の真義、日本独
自文化の理解」を目的として本年度より日本文
化講者
ママ
〔義〕を開始する事となつた。講師は学
徳共に衆望の的たる二木謙三博士で、既に学部、
予科共第一回の講義を終へ非常な効果をあげ
た。 
尚その実施回数は次の如くである。 
学部各学年 年三回 毎学期一回 一回二
時間 
予科各学年 年五回 一・二学期各二回 三
学期一回 一回二時間 
更に同紙は「この講義実施するに当つて学校当局
は次の要旨を一般に発表した」と示した上で本文の
倍近いポイントを用い学校当局の要旨を次の通り示
した。 
本制度は学生々徒に対し広く人文の各方面より
日本文化に関する講義を課し以て国民的性格の
涵養及日本精神の発揚に資すると共に日本独自
の学問文化に関する十分なる理解体認を得しむ
るを以て目的とす 
日本医大の学校当局は文部省思想局が昭和 11
（1936）年７月 22 日付けで発信した発思 87 号通牒
に記載されている「日本文化講義ノ要旨」の一をほ
ぼそのまま踏襲し周知した。同紙の記事では二木謙
三による学部・予科学年の講義実施日割を示した上
で「日本文化講座／二木謙三」という小見出しの下、
その講義要旨を７段にわたり載せている。 
同紙は文部省における教学刷新事業や日本文化講
義への関心が高かったと見え、第４号（昭和 11 年
12 月 10 日）の２面で「文部省に於ける諸実施事項」
との見出しの下、日本文化講義についての説明を加
え、更には括弧書きで「本学に於ては本学期より以
上の主旨に依り左の通り実施しつゝあり教授二木博
士、／学部各学年は年参回、毎学期一回予科各学年
は年五回第一第二学期二回第三学期一回宛各々二時
間講義実施」と記している。 
また、同紙第６号（昭和 12 年２月 18 日）は２面
で「二木教授の文化講義」という見出しを打ち、次
のように報じた。 
予科における二木謙三博士の文化講義は、第
三学期各学年夫々左記日割を以て行はれた。 
一月十一日（月）第一学年 
一月廿八日（木）第二学年 
一月三十日（土）第三学年 
『日本医科大学自治会会報』は第８号（昭和 12
年５月 25 日）の２面でも「〝いやもと〟精神を説く
／二木謙三博士の文化講義／学生熱心に聴講」とい
う見出しの下、次のように詳しく報じた。 
文部省で予て教育刷新、情操教育徹底の目的を
以て全国各種大学専門学校、高校の教授要目の
改正思想善導特別講義の統一拡充等を行ひ思想
対策に資し来つたが、本学にても卒
ママ
〔率〕先し
て此の主旨に基き昨年九月より国体並に日本精
神の真義、日本独自文化の理解を目的として日
本文化講義が開講され今日に及んで居る。 
人格、見識、徳望高き二木謙三教授の熱ある、
時に涙さへ浮べての流暢な講義には学生々徒一
同卒〔率〕先感激の裡に傾聴予期以上の実績を
収めて居る。 
尚文化講義の一端を記すれば左の如し 
精神と肉体の一致に就て 
我々日本人は必ず精神と肉体について深く考へ
ねばならぬ。肉と霊との一致即ち肉体と精神と
の争ひなき状態、これが一生続くか続かぬかゞ
人間の修養に依るのである〔。〕肉死して霊の境
地に入る。これが神である。肉の精神に勝つた
生活或は肉のみの生活は野獣も同然である。 
即ち修養とは、精神と肉体とを一致せしめんと
するこの事を続ける事である。すれば我々に迷
ひなく争ふ事なく、又常に安寧平穏の境地にあ
るのである。日本人はこれを教へ且つ学ばねば
ならぬ。この事は古事記の中から明に知る事が
出来る。 
禊は、神に参る前の行事である。従つて、これ
は、すべて修養の行事である。併して、神と人
とは、同じものであつて、決して別物でない。
天災と人間和合についても同じで、人心が和合
しない為に、天災が起るのでもなければ、天災
が起るから人心が和合しないのでもない。此等
は、同じ一つの現象なので、決して別物でない。
かくの如く、神と人、天と地、すべて同じもの
である。 
人間は、決して肉体のみのものではない。肉と
霊の一致から、肉死して、霊の境地に入ると神
とならねばならぬ。即ち修養は人を神たらしめ
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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る前の行事なのである。恰も禊が神に参る前の
行事である如くに（ゴシック体は原文）。 
その後、『日本医科大学自治会会報』に日本文化講
義の記事は見られなくなったが、自治会と学友会と
の合併により誕生した同紙の後身『日本医科大学学
友会報』第 49 号（昭和 16年６月 30 日）の３面「学
園トピックス欄」では〝予科文化講義〟という見出
しで次のように報じられた。  
六月十八日午後一時丗分より予科大講堂にて、
東大文学部長今井登志喜先生の「日本文化の特
色」と題する講演が予科教養部主催のもとに開
催された――先生には御専門の西洋史上の事実
や、支那漢文等の例証をとき来たりとき去り、
諸所に皮肉な諧謔を交へて、日本文化の特色を、
一貫性、発展性、包容性の三性に要約され、文
化日本の向上伸展はより多く外国文化を学ぶこ
とにあるのだ。日本はまだまだうぬぼれるに早
いと示唆と期待とを附言された。 
また、同紙第 50 号（昭和 16 年９月 26 日）の６面
にはベタ記事で「○文化講義日割／講師 二木教授
／九月十九日（金）三四学年（第一限）／九月廿六
日（金）二学年（第二時限）／十月廿四日（金）一
学年（第二時限）」と掲載された。他の資料的な裏付
けはないが、昭和 13 年度以降も日本医科大学では二
木による日本文化講義が継続していた可能性が高い
と見られる。 
『日本医科大学十五年記念誌』（昭和 15年）の「第
５篇 日本医科大学時代 自大正十五年二月 至昭
和十五年三月」の昭和 11 年の項目に日本文化講義は
次の通り記されている。 
同月〔七月〕日本文化講義（国体並に日本精神
の真義日本独自の文化の理解）を本年度より学
部各学年三回予科各学年に年五回実施した 17）。 
７月の行事として書かれているのは文部省思想局
からの発思 87 号通牒の受信を以てここに記したも
のと推測される。また、『日本医科大学十五年記念
誌』の「学部、予科、附属医院経歴の大要」におけ
る予科の項目では「文化講義」という項目の下、次
の記述が見られる。 
昭和十一年度より文部省の示達に基き文化講
義を開始した。教授仁木謙三氏此に当り古事記
を説き肇国の精神を明徴ならしめ日本精神の昂
揚に努め今日に至つて居る。講義は毎学年一〇
時間で合計三〇時間を以て終講である 18）。 
『日本医科大学十五年記念誌』の記述から判断し
ても二木を講師とする日本文化講義が日本医科大学
では継続的に行われていた可能性が高い。 
なお、日本医科大学が（恐らく学内向けに）発行
していた『日本医科大学週報』の昭和 11 年分は所蔵
されておらず、筆者が確認した『日本医科大学週報』
第 359～498 号（昭和 12 年９月 20 日～昭和 15 年６
月３日、ただし欠号も多い）には日本文化講義と同
じく戦時期の教学刷新事業であった日本諸学振興委
員会の各学会への出席や日本文化教官研究講習会へ
の出席に関する記載はあるものの日本文化講義に関
する記事は確認できなかった。 
 
(3) 成城高等学校 
今回、調査対象とした戦時期東京圏所在の私立の
大学・高等学校・専門学校 24 校の中で昭和 11（1936）
年度に始まる日本文化講義を同年度から実施したこ
とが確認できたのは現時点で日本医科大学と成城高
等学校だけであった。 
成城学園教育研究所によれば文部省・教学局との
往復文書、理事会・教授会の議事録や日誌類につい
ては戦中期の混乱に加えて空襲被害を受けた影響か
ら、一部しか残存していないとのことである。理事
会・評議員会議事録は比較的残されているが、現状
では学外への公開は行っていないとのことであった。
代替的に閲覧可能な資料として、小宮巴（成城高等
学校歴史科教員で小学校主事、成城学園法人事務局
長を歴任）が学園に寄贈した学内資料を集積したい
わゆる「小宮資料」19）の中にある『学園史料 55 学
園内評議員会記録』と『学園史料 60 主事会・校長
会 四大学理事者懇談会・維持会』を成城学園教育
研究所で閲覧した。 
成城高等学校における日本文化講義の実施につい
ては学生新聞である『成城学園時報』と家庭への連
絡機関紙である『成城だより』を中心に表－３の通
り昭和 11～17 年度において 10 件の実施事例を確認
することができた。 
＜昭和 11 年度＞ 
成城高等学校で日本文化講義が実施されたのは昭
和11年12月７日であった。『成城だより』第２号（昭
和 11 年 12 月 12 日）は１面の「重要日記抄」欄で「第
一回日本文化講義、講師柳田国男氏、演題「一人前
と十人並」（日本青年論）、聴講は高等科全部と尋常
科上級」としか報じていないが、『成城学園時報』第
82 号（昭和 11 年 12 月 11 日）は「「日本文化講座」
第一講／柳田国男氏講演す」との見出しの下、次の
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ように伝えた。 
既報の「日本文化講座」の第一講として柳田国
男氏の「一人前と十人並」と題する講演が七日
午前十一時より母の館において行れた、先ず銅
直校長が開講に当つて挨拶を述べ、氏を紹介す
れば、今迄数回に亘つて校友会各部から引張り
出されてゐる氏はお馴染みの姿を壇上に現し
一時間半に亘つて講演した 
 氏は明治以来の新教育の中にも昔の教育が
色々の形で残つて居り、その中には悪風も多
いが、我々は現在の教育は如何なるものであ
るかをはつきりと意識して、その悪風を棄て
さらねばならぬとて、造詣深い民俗学の知識
でその伝統的な悪弊の歴史的根拠、実例を
色々と挙げた、昔は大人になる時期が早く、
教育もそれに応じて行はれたが、その方法は
若者団体に依る群教育である、所が平穏を好
んだが故に平凡を尊び、保守的であり多数に
制約された為個人の自由が許されなかつた
り、悪行に対して寛大だつたりしたこれがど
う残つて居るかと云ふのである 
 
表－３ 成城高等学校における日本文化講義の実施
事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
11 12月７日 高等科全部と尋常科上級 （未記載） 柳田　國男
一人前と十人並（日本青
年論）
５月26日
高等科全部、中
学部三・四年、職
員
東京帝大史料編纂
官 渡邊　世祐 日本国民性の特質
10月18日 高等科全生徒 慶大・国大教授文学博士 折口　信夫 若者と文学
６月20日 高等科、尋常科第四学年、職員
東京帝国大学文学
部教授 齋藤　勇 英文学に現れたる日本
11月１日 （未記載） 京大経済学部長 高田　保馬 日本民族と経済
14 11月13日 （未記載） 東大美術史助教授 兒島　喜久雄 （未記載）
15 10月11日 （未記載） （未記載） 中村　孝也 日本生活の性格
16 ５月１日 （未記載） （未記載） 桑木　嚴翼　 科学と文化
５月１日 （未記載） （未記載） 本位田　祥男 大東亜の建設
９月11日 （未記載） （未記載） 田邊　尚雄 （未記載）
12
13
17  
（資料）『成城学園時報』（復刻版、不二出版、平成
29 年）、『成城だより』（成城学園）、『学園
史料 60 主事会・校長会 四大学理事者懇
談会・維持会』（成城学園教育研究所所蔵「小
宮資料」） 
 
＜昭和 12 年度＞ 
昭和12年度にはまず12年５月26日に東京帝大史
料編纂官・渡辺世祐による講演「日本国民性の特質」
が行われ、続いて 10 月 18 日に慶大・国大教授・文
学博士・折口信夫による講演「若者と文学」が行わ
れた。前者については『成城学園時報』の記事には
ないが、『成城だより』第４号（昭和 12 年６月７日）
は４面の「高等学校ニュース」欄に次の通り記して
いる。 
第二回日本文化講義として、「日本国民性の特
質」と題する講演が、母の館で五月二十六日
（水）の午前十時から正午まで二時間に亘つて
行はれた講師は東京帝大史科編纂官渡辺世祐
博士で、高等科全部、中学部三・四年及び職員
が聴講した。 
また、後者については『成城だより』第７号（昭
和 12 年 12 月 21 日）が６面の「高等学校より」の欄
で「第三回文化講義」という見出しを付し「慶大・
国大教授文学博士折口信夫氏を招聘して第三回文化
講義が、高等科全生徒の為に去る十月十八日（月）
午前十時から母の館で行はれた。演題は「若者と文
学」。わが国の文学が上古以来若者の間に生れ若者の
間に育成されてきたことを主題として話されたもの
で、約一時間半に亙る興味深い話であつた」と記事
にしている。 
『成城学園時報』でも第 88 号（昭和 12 年 10 月
19 日）の３面で「本校に於ける国民精神涵養を目的
とする文化講義は既に再度に亙つてをり、非常な効
果を収めてゐるが、今学期に入つて 来る 月十八
日（月曜）には文学博士折口信夫氏が三、四時限り
にわたつて第三回目の講義を本校母の館に於て為す
ことゝなった」（引用文中のスペースは原文）と予告
記事を出し、「非常な効果を収めて」という言葉には
日本文化講義に対する校内の肯定的空気が読み取れ
る。 
同紙第 89 号（昭和 12 年 11 月 24 日）でも「文化
講義〝若者と文学〟」との見出しが打たれ、次のよ
うに報じられた。 
本校の第三回文化講義は去る十月十八日、文学
博士折口信夫氏によつて「若者と文学」の題名
のもとに行はれた、氏は先づ日本人に造語能力
がないことを指摘して、思想の進歩しないこと
を歎じ、又転じて、昔よりの魂の宿れる和歌は、
朝廷に忠誠を誓ふ場合に用ひられ、それの栄え
たのも単なる興味本位ではなく、公の業務に参
与出来得る唯一の時代たる〝若者〟を目指して
の勉強の対称
ママ
〔象〕であつたことを述べ、最後
に〝若者〟の重要性、太古よりの朝廷への礼儀
の中に見られる国体の堅固さを強調してこの講
演を終つた 
＜昭和 13 年度＞ 
昭和 13 年度も２件の実施があった。『成城だよ
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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り』第９号（昭和 13 年７月 12 日）の４面「高校よ
り」欄では「六月二十日（月）午前十時より母の館
に於て本年度最初の日本文化講義が行はれた。本校
の父兄でもあり、其の他種々の点で関係の深い、東
京帝国大学文学部教授、斉藤勇先生が「英文学に現
れたる日本」と題して約二時間に亘つて有益にして
且興味多き講演をして下つた。職員、生徒（高等科
及び尋常科第四学年）一同聴講して多大の感銘を受
けた」と報じている。『成城学園時報』第 96 号（昭
和 13 年６月 27 日）の２面にも次の記事が掲載され
た。 
去る六月二十日第三時限りより母の館に於て
日本文化講義が行はれた従来は国文学漢文学
に関するものであつたが、今回は観方の角度を
変へ東大英文学部教授文学博士斉藤勇氏を招
き「英文学に現れたる日本」と題する講演を伺
つた、氏は十三世紀のマルコポーロの旅行記
「東方見聞録」に始めて見出されるシパングの
語及び其の意味より説き起されて彼の有名な
Ｈａｎを経てＢｌａｎｂａｎに至るまでの歴
史其の中に現れる人物及び神秘的に見られて
居た当時の日本に関する文献にまで言及され、
其の二三を解釈された吾々高等学校生には耳
新しく頗る興味深いものであつたわれわれの
「英文学に現れた日本」に対する認識を新にす
るに充分であつた 
また、昭和 13 年度は 11 月１日に高田保馬による
「日本民族と経済」という演題の日本文化講義も実
施された。『成城だより』では第 10 号（昭和 13 年
12 月 22 日）の重要日誌抄に簡単にしか記されてい
ないが、『成城学園時報』第 99 号（昭和 13 年 11 月
21 日）の２面に掲載された記事は次の通り伝えてい
る。  
去る十一月一日午前十時から母の館に於て京大
経済学部長高田保馬博士を招き行はれた 
博士は先ず日本民族の優秀性即ち東洋諸国の
中独り日本のみが僅の間に欧米諸国の文化水
準を克ち得たことは我国個我を殺して一般の
中に没入すると云ふの共同体たる点に基因し
更にこれは我国が島国であるといふ地理的環
境に負ふ所多しと云ひ次に維新後に於ける日
本資本主義の発生を武士道に基因するとなし
更に近き将来に於る欧米資本主義没落の予想
から転じて日本資本主義に対する暗示を試み
た〔。〕かくして我々大いに肝に銘ずるところ
が深く十二時過ぎに解散した 
＜昭和 14 年度＞ 
昭和 12、13 年度に年２回実施されていた成城学園
の日本文化講義は 14 年度については１件しか確認
できなかった。『成城だより』、『成城学園時報』で記
事になったのが１件だけであったのか、実際に１件
しか実施されなかったのか、いずれであるかは現時
点で不明である。 
『成城学園時報』第 107 号（昭和 14 年 11 月 13
日）によれば昭和 14 年 11 月 13 日から 18 日までの
６日間が学園の文化週間であり、その第１日である
11 月 13 日に日本文化講義は実施された。第 107 号
の７面では「文化週間第一日に当る本日、第五六時
限母の館に於て日本文化講義が行はれる、講師は児
島喜久雄氏で、同氏は東大美術史助教授、美術史に
関する著作があり、屡々都下各新聞に文展、二科展
その他に関する辛辣な批評文を執筆され氏一流の論
調を以て有名な人である、なほ本日は、それにつづ
いて文化週間第一日の催したる弁論大会が行はれる
予定である」と紹介している。 
同紙第 108 号（昭和 14 年 12 月５日）の２面では
「第一日の日本文化講義は講師児島喜久雄氏の例の
如き氏一流のアイロニーに富んだ講演に一同を煙に
まきながら、日本美術の特質に就いて色々と語られ
た、終つて約
ママ
〔幻〕燈による解説に大に得る所があ
つた」と報じられている。なお、『成城だより』では
第 13 号（昭和 14 年 12 月 22 日）の１面「重要日誌
抄」に「児島喜久雄氏講演」としか書かれていなか
った。 
＜昭和 15 年度＞ 
昭和 15 年度以降の日本文化講義については『成城
学園時報』に記事を見つけることはできなかった。
『成城だより』第 15 号（昭和 16 年２月３日）１面
にある「重要日誌抄」の 10 月 11 日の箇所に「日本
文化講義、中村孝也氏「日本生活の性格」（高）」と
いう記述を見出すのみであり、詳細は不明である。 
＜昭和 16 年度＞ 
昭和 16 年５月１日の桑木嚴翼「科学と文化」は『成
城だより』第 16 号（昭和 16 年７月 10 日）１面「重
要日誌抄」に記載されているものの、日本文化講義
との記載はない。しかし、『成城学園史料 60 主事
会・校長会 四大学理事者懇談会・維持会』の昭和
16 年４月 11 日主事会記録の「行事」のところに「〔五
月〕一日午後 文化講義」とあるため、日本文化講
義として実施されたものと判断した。 
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＜昭和 17 年度＞ 
昭和 17 年度については詳細不明ながら『成城だよ
り』第 18 号（昭和 17 年 10 月）の「重要日誌抄」欄
で日本文化講義が２件実施されたことが確認できた。
１件目は昭和 17 年５月１日に行われた本位田祥男
による「大東亜の建設」であり、もう１件は演題未
記載ながら 17 年９月 11 日の田辺尚雄による講義で
あった。 
 
(4) 東京女子大学 
校名に「大学」が付くが、文部省からは大学とし
てではなく専門学校として認可されていた東京女子
大学では、表－４に示した通り昭和 13（1938）～16
年度において５件の実施事例が確認できた。 
まず『東京女子大学々報』で昭和 13～15 年度につ
いて各年度１回ずつの実施事例が確認できた。更に
東京女子大学資料室が所蔵する日誌でも昭和 13～
15 年度の日本文化講義に関する記述に加え、16 年度
においても日本文化講義の実施に関する記述が２件
確認できた 20）。 
 
表－４ 東京女子大学における日本文化講義の実施
事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
13 ６月８・17日 （未記載） 文学博士 佐佐木　信綱 良き師良き弟子
14 11月18・24日 （未記載） （未記載） 田邊　尚雄
日本を中心とした東洋音
楽の系統
15 11月20・22日 （未記載） （未記載） 原　富男 支那思想及日本精神
６月14日 （未記載） （未記載） 柳田　國男 歴史研究ノ一方法
６月23日 （未記載） 大政翼賛会文化部長 岸田　國士 新しい生活
16
 
（資料）『東京女子大学々報』（東京女子大学学友会）、
東京女子大学資料室所蔵『昭和十五年一月 
日誌 東京女子大学』 
 
＜昭和 13 年度＞ 
東京女子大学学友会が昭和12年10月10日から発
行を開始した学生新聞『東京女子大学々報』の第７
号（昭和 13 年６月 10 日）は２面で「第三回文化講
演」と見出しを付け、次のように報じた。 
本年度最初の文化講演は文学博士佐々木信
綱氏にお話していただくことになつた。演題は
「良き師良き弟子」第一回は良き師について、
第二回は良き弟子について。 
第一回は去る六月八日（水）に行はれ、専ら
天保の歌人大隈言道の生涯と人柄とについて
のおはなしがあり、その作歌五十三首の親切な
説明があつた。佐々木博士は明治三十一年八月、
言道の歌集「草径集」を発見され、爾来、言道
の研究と紹介とに力を尽された。かうして埋れ
ようとしてゐた一歌人の名が新たに日本和歌
史に加えられることになつたのである。博士の
温容と和声とをもつて、軽妙醇良な言道の歌を
語る、新講堂の二時間余は曖々の和気につゝま
れたのであつた。 
なほ閉会後の教室に於て、国専会主催の座談
会があつた。次回は六月十七日（金）午後一時
より。 
見出しに「第三回」とあるため、昭和 11 年度と昭
和 12 年度に日本文化講義が１回ずつ開かれた可能
性や昭和 12 年度に２回開かれた可能性があるもの
のこの点については現時点で確認が取れていない。
『昭和十三年 日誌 東京女子大学』にも６月８・
17 日に日本文化講演に関する記載があった。 
＜昭和 14 年度＞ 
『東京女子大学々報』第 15 号（昭和 14 年 12 月
21 日）の４面「学園消息」欄には「第二回文化講演
／田辺尚雄氏」の見出しで次のような記事が掲載さ
れている。 
「日本を中心とした東洋音楽の系統」 
十一月十八日、二十四日の二回に亙り、日本
音楽の概念、それ発達史及び将来に於ける日本
音楽の進むべき方向等に付き、レコードを以て
詳細に説明された。日本文化の再検討が色々の
方面から翹望されてゐる現在、科学的根拠の上
に立脚し、併も具体的に実例を以て一々之を実
証せられ、日本音楽の本質を明らかにせられた
示唆に富んだこの講演は、単に日本音楽一個の
問題ではなくして、日本文化全般に付いて深く
考へさせられた（ゴシック体は原文）。 
見出しには「第二回文化講演」とあるが、『昭和十
四年一月起 日誌 東京女子大学』にも第１回日本
文化講義に該当する記述はないようである。日誌の
11 月 18 日、24 日の記述では日本文化講演ではなく
「日本文化講義」と書かれており、演題は「日本ヲ
中心トシタル東洋音楽ノ系統」となっていた。 
＜昭和 15 年度＞ 
昭和 15 年度の日本文化講義については『東京女子
大学々報』第 19 号（昭和 15 年 12 月９日）の４面「報
告」欄に「事務室」の事項として次の記述があった。 
日本文化講義、十一月廿日及び廿二日の二回に
亘り「支那思想及日本精神」の題の下に原富男
先生の講演がありました。 
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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この講演については『昭和十五年一月 日誌 東
京女子大学』の 11 月 20 日、22 日に記述があった。 
＜昭和 16 年度＞ 
『東京女子大学々報』は第 20 号（昭和 16 年３月
６日）まで発行されたが、同紙は戦時下学友会が解
散となり報国会が結成されたことを反映し、『東京
女子大学報国会々報』と名称を変え、第１号（昭和
16 年５月８日）から第５号（昭和 18 年７月 15 日）
まで発行された。この『東京女子大学報国会々報』
では日本文化講義に関する記事は確認できなかった
が、昭和 16年度の日本文化講義については『昭和十
五年一月 日誌 東京女子大学』で２件確認できた。
すなわち昭和 16 年６月 14 日に「午後一時十分全校
出席 午後四時三十分講演終了／日本文化講義／
「歴史研究ノ一方法」 柳田国男氏」という記述が、
また、６月 23 日に「日本文化講義 午后三時開始 
同四時半終了 於大講堂／新しい生活 大政翼賛会
文化部長 岸田国士氏」という記述があった。 
 
(5) 駒沢大学 
以前に拙稿で述べた通り 21）、曹洞宗系の私立大学
である駒沢大学の日本文化講義については仏教系宗
教新聞の『中外日報』紙や『駒沢大学八十年史』に
記述が出ていた。『中外日報』では昭和 13（1938）
年９月 10・11 日、14 年９月８～10 日に午後の勤労
奉仕と組み合わせて午前中に文化講義を開講する予
定と報じられていた。また、『駒沢大学八十年史』で
は「第五章 駒沢大学時代史（後編）」の「第一節 概
況」に海軍大佐八木秀綱による「無条約時代に於け
る帝国海軍」、陸軍歩兵大佐大堀知武造による「国際
情勢より見たる防空」など実施年月日を記さずに 11
件の日本文化講義が書かれていた 22）。 
しかし、『会報』（駒沢大学同窓会）、『東洋学研
究』（駒沢大学東洋学会）、『駒沢大学人文学会年報』
などの諸雑誌の彙報欄や雑報欄に日本文化講義の記
事は無い。駒沢大学図書館の学術リポジトリには『駒
沢大学新聞』の第 36 号（昭和 11 年 10 月 14 日）か
ら第 57 号（昭和 16 年 11 月３日）までのうち 11 号
分の紙面が電子ファイルにて公開されているが、こ
れらの号では日本文化講義に関する記事は確認でき
なかった。また、駒沢大学禅文化歴史博物館が所蔵
する『昭和十二年四月以降 文部省其他公文書類』
や『昭和十三年四月以降 文部省其他公文書類』な
どの公文書類の簿冊には日本文化講義に関する文書
は含まれていなかった。 
 
(6) 大正大学 
以前に拙稿で述べた通り 23）、大正大学についても
『中外日報』紙に２件、日本文化講義に関する記事
が掲載されていた。それらの記事によると、昭和 12
（1937）年６月２日に高楠順次郎による「智の文化
と血の文化」なる講演が、また 14 年２月 15 日に宇
野円空の講演が開催されるとのことであった。 
大正大学附属図書館によれば文部省・教学局との
往復文書、理事会・教授会議事録や日誌類は学内に
所蔵されているものの未整理につき現時点では閲覧
はできないとのことであった。『大正大学新聞』につ
いては戦時期の発行を確認できたものの、大正大学
附属図書館を含め戦時期の発行号を所蔵している図
書館は無い。『大正大学々報』の学事彙報欄でも日本
文化講義の実施は確認できず、現時点では『中外日
報』の記事以外に大正大学における日本文化講義の
実施に関する資料は確認できていない。 
 
(7) 立正大学 
立正大学史料編纂室によれば文部省・教学局との
往復文書は公文書館で撮影されたものがあるが、未
整理状態で公開はできないとのことである。理事
会・教授会議事録や日誌類については学外には非公
開とのことであった。 
『立正大学新聞』第 107 号（昭和 14 年５月 18 日）
の３面に「時局を認識せよ 公開講演盛大」という
見出しで次の記事が出ていた。 
文化講演を行ふべしとの文部省の主旨に従
ひ、十三日午後一時より新館ホールに於て公開
特別講演会を開催した。講師は大東文化学院教
授にして、国民精神文化研究所員たる藤沢親雄
氏で演題は 
「我が大陸政策と 
東亜協同体理論」 
であつた。学生多数長時間の間熱心に聴講し非
常に有意義であつた 
記事の文言から日本文化講義の実施と判断して問
題はないと思われるが、立正大学での日本文化講義
の実施事例は現時点でこの１件のみの確認にとどま
っている。 
 
(8) 立教大学 
立教学院史資料センターには文部省・教学局との
往復文書が『一九四三～四年 立教大学と文部省等往
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復文書』しか所蔵されておらず、日本文化講義実施
状況報告の控えなどは現時点で確認できなかった。
『立教学院学報』（昭和16年６月30日の第６巻９号
まで確認）、『立教大学新聞』（所蔵は昭和 18 年９月
10 日発行の第 24 号までであり、欠号も多い）では
日本文化講義に関する記述は確認できなかった。 
ただ、戦時下の立教学院総長（兼立教大学学長）
であった遠山郁三の日誌に「16／Ⅴ〔５月 16 日〕附
を以て、小林文学部長より、辻善之助講師二千六百
年記念、日本文化講義担当の内諾を得たる旨通知あ
り（書面）」24）との記述があり、他の資料的裏付け
は全く取れていないもののこの記述から判断する限
りは立教大学で日本文化講義が実施された可能性は
高いと見られる。 
 
(9) 大倉高等商業学校 
大倉高等商業学校の後身である東京経済大学史料
室によれば文部省・教学局とやりとりした資料の簿
冊は昭和 19（1944）、20 年度分が所蔵されているが
非公開、『協議員議事録』『理事会決議録』『教授会
議事録』は所蔵されているが非公開、教務日誌・庶
務日誌などの日誌類は所蔵なしということであった。 
『大倉高商新聞』には日本文化講義の記事が何点
か掲げられている。第 87 号（昭和 11 年７月 25 日）
の１面で昭和 11 年６月 23～25 日に文部省内会議室
で開催された全国専門学校長会議について報じてい
るが、この記事の中で「一．日本文化講義の実施に
関する件（之は本校に於ては呉講師に依つて実施さ
れてゐたが今年は中絶してゐるものである）」と書か
れている。呉講師は呉文炳を指すと思われるが、そ
の後、日本文化講義の実施を伝える記事はなく呉の
講義が再開され、それをもって日本文化講義として
いるか否かは不明である。 
『大倉高商新聞』122 号（昭和 15 年１月 25 日）
の３面には学校の新事業について渡部生徒主事に取
材した記事が掲載されている。記事の中で渡部生徒
主事は「今迄の商業経済に関する大倉講座と並立し
て文化講義も考へて居り、日本武士道、日本音楽等
の講演を数日続け度いと思つてゐる」と語っている。
生徒主事がここで言及した文化講義が文部省・教学
局の想定している日本文化講義を指すのか否か、確
証はないものの、外部講師で運営した大倉講座と並
べて取り上げたことから判断すれば日本文化講義を
指している可能性が高いと見られる。特に当時の各
校における日本文化講義で講師に起用されることが
多かった田辺尚雄の講義は日本音楽に関するもので
あり、渡部主事の発言にはそうしたことが念頭にあ
ったのではないかと推察される。 
昭和 15 年度内に発行された同紙には日本文化講
義の記事は掲載されなかったが、同紙第 137 号（昭
和 16 年６月 25 日）１面の「学生暦」には「〔六月〕
二十八日 文化講義（未定）」と、また第 146 号（昭
和 17 年５月 25 日）１面の「学生暦」には「六月二
十九日（金）頃文化講座開催の予定」とある。これ
らの記事から大倉高等商業学校においても日本文化
講義が開催された可能性は高いと見られる 25）。 
 
3.3 文部省・教学局に対して日本文化講義の実
施を報告しながら学内では日本文化講義と
しての実施をしなかった可能性がある大
学・学校 
ここに分類されるのは昭和 12（1937）、13 年度に
おける日本文化講義の実施状況照会について文部
省・教学局に対し具体的な実施事例を報告しながら、
その実、学内では日本文化講義（あるいは日本文化
講座）という名称での講義を実施せず、実質的には
日本文化講義を実施しなかった可能性がある大学で
ある。これらの大学では、日本文化講義という名称
の講演会は開かれず、学内で実施した科外講義や特
別講義、新設講座を便宜的に日本文化講義として文
部省・教学局に対して報告した可能性がある。これ
に該当する可能性が高い大学として早稲田大学、日
本大学、拓殖大学、上智大学の４校が挙げられる。 
(1) 早稲田大学 
早稲田大学大学史資料センターに所蔵されている
『昭和 11 年４月起 文部省関係書類 教務課』、
『昭和 13 年４月起 文部省関係書類 教務課』、
『昭和 14 年４月以降 文部省関係書類 教務課』な
どの文部省・教学局との往復文書を調査したところ、
昭和 12（1937）、13 年度の日本文化講義実施状況報
告の文書（控えもしくは下書き）が残っており、表
－５、表－６の通り日本文化講義の実施事例として
26 件が報告されていた。 
＜昭和 12 年度＞ 
昭和 12 年度の実施状況報告文書では表－５の通
り 13 件が挙がっている。講師肩書きを見れば学内教
授だけでなく軍人、学外からの講師もあり多彩な顔
ぶれであるが、外国人３名による講演が含まれてい
る点が特徴的である。６月 14 日実施のポーランド公
使タデー・デ・ローメルによる講演「日波文化関係
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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の歴史的考察―十六世紀より現代ニに至る―」の講
演要旨は次の通り記載されていた。 
地理的ニ相隔離セル日波両国ノ文化的交渉ガ
意外ニ遠キ過去ヨリ開始セラレタルコトヲ説明
シ殊ニ最近日本ノ波蘭土ニ与ヘタル恩恵ニ及ブ
ト同時ニ外国人ノ見タル日本及日本人ヲ論ジ深
キ感銘ヲ与ヘタリ 
10 月５日実施の伯林大学教授エデユアルト・シユ
プランガーによる講演「日本文化の印象」について
は講演要旨として次のように報告されていた。 
講演者ガ日独文化協会交換教授トシテ来朝シ
本邦在留中観察シタル我ガ国文化ニ関シ極メテ
高邁ナル識見ヲ以テ批判セル意義深キ示唆ニ富
メル講演ニシテ外国人ノ日本観トシテ蓋シ肯綮
ニ当レルモノニシテ青年学徒ニ対シ最モ有益ナ
リシト共ニ多大ノ感銘ヲ与ヘタリ 
昭和 13 年２月３日実施の在ブダペスト日洪協会
副会長イストヴアン・メゼイ博士による講演「日本
と洪牙利との関係」の講演要旨は次の通りであった。 
欧亜ノ境ニ蟠居スル「マヂヤール族」ハ如何
ナル生立ヲ有スルカヲ述ベソノ日本トノ文化関
係及同民族将来ノ使命ニ及ビ西洋ニ対スル東洋
ノ前衛タルベキ地位ヲ確認シ東亜ノ指導者タル
ベキ日本ニ対スル感謝及希望ヲ披瀝シテ更ニ一
段ノ奮起ヲ我ガ日本民族ニ対シ要望シ学生ニ対
シ深キ印象ヲ与ヘタリ 
これら外国人講師による講演はいずれも日本精神
や国体の本義といったものからは遠いが、日本文化
を対象にしているものとして考えれば日本文化講義
から大きく外れるものではない。 
国民精神総動員週間特別講義として実施された昭
和 13 年２月 14 日の講演要旨は次の通りである。 
国民精神総動員第二回強調週間ニ当リ特ニ総
長ヨリ長期戦ニ対シ充分ナル覚悟ヲ以テ望ムベ
キコトヲ強調シ太原攻略戦ニ勇名ヲ馳セタル粟
飯原大佐ヨリ実戦ノ教訓ヲ伝へ戦場ニ活躍スル
将兵ノ犠牲的精神ニ対シ感謝ノ念ヲ新ニシ銃後
ノ国民ガ以テ処スベキ態度ニ関シ深刻ナル暗示
ヲ与ヘタリ尚映画「五人の斥候兵」ヲ映写シ戦
場ニ於ケル将兵ノ労苦ヲ偲ビ日本精神ノ随所ニ
発揚セラレシヲ見テ感激ニ堪エザルモノアリタ
リ 
このような特別講義に加え、早稲田では駒沢大学
禅学教授・沢木興道の「禅と生活」（５月 14 日）、國
學院大學講師・小野祖教の「神道に関する講話」（２
月 16 日）、早稲田大学教授・松永材「日本精神論」
（２月 17 日）など日本文化講義として首肯できる演
題の講演も実施されていた。 
 
表－５ 早稲田大学が文部当局に報告した日本文化
講義の実施事例（昭和 12 年度） 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
4月30日
各学部500、高等
学院300、専門部
其他400、計1200
本大学教授 杉森　孝次郎 フィリピン、シャム等の現勢と日本
5月14日
各学部400、高等
学院250、専門部
其他350、計1000
大本山総持寺後堂
駒沢大学禅学教授 澤木　興道 禅と生活
6月2・9日
各学部250、高等
学院300、専門部
其他250、計800
海軍少将 關根　郡平 海上権力の発達とその教訓
6月14日
各学部200、高等
学院100、専門部
其他150、計450
ポーランド公使 タデー・デ・ローメル
日波文化関係の歴史的考
察―十六世紀より現代に
至る―
9月14日
～21日
各学部4,026、高
等学院3,389、専
門部其他5,520、
計12,925
総長 田中　穂積 時局に関する訓話
10月5日
各学部1,200、高
等学院600、専門
部其他400、計
2,100
伯林大学教授
エデユアルト・
シュプラン
ガー
日本文化の印象
11月19日
各学部400、高等
学院200、専門部
其他350、計950
小島経済研究所長 小島　精一 戦時統制経済
12月1日
各学部500、高等
学院300、専門部
其他600、計
1,400
中日実業公司副総
裁 高木　睦郎 大陸進出と青年の覚悟
2月2日
各学部300、高等
学院250、専門部
其他350、計900
医学博士 古屋　芳雄 日本民族の敵
2月3日
各学部300、高等
学院200、専門部
其他300、計800
在ブダペスト日洪
協会副会長
イストヴアン・
メゼイ博士 日本と洪牙利との関係
総長 田中　穂積 長期抗戦と吾等の態度
陸軍歩兵大佐 粟飯原  秀 戦場の思ひ出
2月16日 高等師範部300、計300 國學院大學講師 小野　祖教 神道に関する講話
2月17日 第一高等学院1,850、計1,850 早稲田大学教授 松永　材 日本精神論
12
2月14日
（国民精
神総動員
強調週間 映画「五人の斥候兵」
各学部800、高等
学院700、専門部
其他1,000、計
2,500
 
（資料）早稲田大学大学史資料センター所蔵『昭和
11 年４月起 文部省関係書類 教務課』 
 
＜昭和 13 年度＞ 
前年度と同じく昭和 13 年度についても表－６の
通り 13 件が報告されている。「幻灯ヲ使用シテ日本
美術ト支那美術ノ特質ニ就テ実例ヲ引テ説逑更ニ将
来ノ動向ニ及ブ」という講演要旨の美術研究所長・
矢代幸雄による「日本美術ト支那美術」（５月６日）
といった日本文化に関する講演もあるが、講師の顔
ぶれは軍人に加え政官財学から集めており、演題か
ら見ても日本精神論や国体論はなく実際的な内容の
講義が多いことがわかる。 
例えば大蔵政務次官・太田正孝による講演「事変
と国民的使命」（10 月６日）の要旨は「事変ノ認識
ヨリ説キ起シ戦費ノ調達問題ヨリ更ニ物資確保ヲ論
ジ最後ニ当然起ルベキ失業問題ニ及ブ」であり、大
阪毎日新聞社取締役会長・高石真五郎による講演「支
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那事変と日米関係」（11 月８日）の要旨は「漢口陥
落後ニ来ル外交問題、大平洋問題ヲ論ジ日本ノ立場
ヲ闡明シテ米国ノ輿論喚起ニ努ムベキ必要ヲ述ブ」
であった。 
そして「支那事変一週
ママ
〔周〕年を迎へて」（６月
29 日）という演題の総長・田中穂積による講演につ
いては次のように要旨が記されていた。 
支那事変勃発以来一ヶ年我ガ忠勇ナル将兵ノ
赫々タル戦果ニ対シ銃後国民ノ覚悟ニ及ビ戦局
愈々多端、国際状勢逆賭スベカラザルノ秋、特
ニ学生ノ精神態度ニツキ一段ノ緊張ヲ強調シ、
自粛自戒以テ国民ノ模範トナルヤウ独逸国民ノ
欧州大戦後四半世紀ノ間困苦欠乏ニ堪へ復興ニ
努メ今日ノ国運ヲ将来
マ マ
〔招来〕セル事実ヲ例ニ
採リテ事変下学生ノ進ムベキ道ヲ諄々トシテ説
キ深キ感銘ヲ与ヘタリ 
以上のように文部省・教学局に早稲田大学が提出
した日本文化講義実施状況の報告文書を見る限りは
早稲田大学が多彩な外部講師を招聘し、実際的な内
容で日本文化講義を実施したと受け止められそうで
ある。 
しかし、学生新聞『早稲田大学新聞』や学内報『早
稲田学報』（早稲田大学校友会）には科外講義や特別
講義をはじめ学内で実施された講演の記事が数多く
登場するが、「日本文化講義」あるいは「日本文化講
座」や「精神文化講座」といった名称で実施された
講義の記事は１件も確認できなかった。教授会議事
録にも日本文化講義の言及はない。早稲田の学内文
書全てを確認した訳ではないため断定的なことは言
えないが、「日本文化講義」という名称は早稲田学内
では全く使用されておらず、その意味では「日本文
化講義」として実施された講義は１件もなかった可
能性が高いと言わざるを得ない。 
なお、『早稲田大学百年史 第三巻』第７編「戦争
と学苑」第 12 章「学苑の受難」には「文部省は、昭
和十二年より「日本文化講義実施ニ関スル件」で、
「大学並ニ直轄学校」に「日本文化講義」を行うよ
うに指示した。／……／学苑は文部省の指示に対し、
十三年度の「日本文化講義」に、文学部第二学年必
修科目である津田の「日本思想史」を充てているの
であり、大学当局が津田の学問・思想を「国民的性
格ノ涵養及日本精神ノ発揚ニ資スル」ものと考え、
津田を「国体、日本精神ノ真義ヲ明ニシ教学刷新ノ
目的ヲ達スルニ適当ナル」者と看做したことを示し
ている」26）と記されている。しかしここで見た通り、
少なくとも文部省・教学局に早稲田大学が提出した
昭和 13 年度の実施状況報告には津田の「日本思想
史」は含まれていない。「日本文化講義」に津田の「日
本思想史」を充てていることを示す学内文書が存在
するのかもしれないが、この点については現時点で
確認できなかった。 
 
表－６ 早稲田大学が文部当局に報告した日本文化
講義の実施事例（昭和 13 年度） 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
5月6日
各学部200、高等
学院250、専門部
其他300、計750
美術研究所長 矢代　幸雄 日本美術と支那美術
5月23日
各学部300、高等
学院150、専門部
其他250、計700
理化学研究所長
工学博士　子爵 大河内　正敏 科学主義工業
6月8・15日
各学部800、高等
学院400、専門部
其他300、計
1,500
海軍少将 關根　郡平 日支事変と海上権力
6月27日
各学部500、高等
学院300、専門部
其他300、計
1,100
衆議院議員
本大学講師 喜多　壯一郎 蒙彊からソ連国境へ
6月29日
教職員80、各学
部1,000、高等学
院300、専門部其
他500、計1,880
総長 田中　穂積 支那事変一週年を迎へて
9月28日
各学部500、高等
学院400、専門部
其他300、計
1,200
本大学教授 杉森　孝次郎 支那に如何に行ふべきか
10月5日
各学部400、高等
学院200、専門部
其他300、計900
逓信省航空局航空
官　海軍大佐 千田　貞敏
今次事変と海軍航空隊の
活躍
10月6日
各学部500、高等
学院300、専門部
其他400、計
1,200
大蔵政務次官 太田　正孝 事変と国民的使命
11月4日
各学部400、高等
学院200、専門部
其他300、計900
（未記載） 神田　正雄 中南支を診て来て
11月8日
各学部500、高等
学院250、専門部
其他300、計
1,050
大坂毎日新聞社取
締役会長 高石　眞五郎 支那事変と日米関係
11月10日
各学部600、高等
学院200、専門部
其他400、計
1,200
大蔵次官 石渡　莊太郎 我国戦時下に於ける財政経済の特異性
11月21日
各学部800、高等
学院200、専門部
其他250、計
1,250
陸軍省情報部長
陸軍航空兵大佐 佐藤　賢了
武漢陥落後に於ける国民
努力の方向に就て
2月9日
各学部400、高等
学院250、専門部
其他200、計850
陸軍少将 松室　孝良 東亜の建設と民族問題
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（資料）早稲田大学大学史資料センター所蔵『昭和
14 年４月以降 文部省関係書類 教務課』 
 
 
(2) 日本大学 
日本大学については表－７の通り昭和 13（1938）
年度の実施事例６件と 17 年度の実施事例１件が確
認できた。 
＜昭和 13 年度＞ 
大阪工業大学図書館を通じ日本大学総合学術情報
センターに確認した限りでは、日本大学では文部
省・教学局との往復文書を簿冊のような形で保存し
ているのではないようである。当方の依頼により同
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
−14− −15−
センターが調査した結果、昭和 14 年度の事務書類を
まとめてファイリングしている中に 13 年度の実施
状況報告の文書（控え）が残っており、今回は ILL
（図書館間相互利用）サービスを通じその複写を入
手した。 
実施状況報告の文書では「法文学科及商経学科」
と「歯科」に大別して記載されていた。法文学科及
商経学科では、①５月 27日実施の枢密院議長・平沼
騏一郎による「祭祀ト事業」、②６月 23 日実施の貴
族院議員・水野錬太郎による「日本大学ト皇道精神」、
③12 月１日実施の学習院長・海軍大将・野村吉三郎
による「支那事変ト国民ノ覚悟」、④12 月２日実施
の独逸国ミュンヘン大学教授・オツトー・ケルロイ
ター博士による「国家社会主義ノ政治的基礎」の４
件の講演が、また、歯科については⑤４月 20 日から
６月 20 日まで１週１時間で実施された日本大学皇
道学院講師・森清人による「日本精神ニ就テ」、⑥５
月 27 日実施の海軍中佐・相徳一郎による「海軍記念
日ニ於ケル軍事講演」の２件が報告されている。 
学内講師が担当した⑤を除けば、政治家による講
演２件、軍人による講演２件に加え、先に見た早稲
田大学同様、外国人による講演が１件、日本文化講
義として報告されている。①の講義要旨は「祭祀ノ
本義ヲ明カニシ、祭祀ハ事業ノ源泉ナル所以ヲ詳ニ
シ、斯ノ我国固有ノ道ヲ推弘スルコトニ依リテ八紘
一宇ノ天業成就セラルベキヲ説ク」と報告されてお
り、日本文化講義と呼ぶに値する内容となっている。
④についても講義要旨は「日独文化交換ノ目的ヲ以
テ開催セルモノニシテ国家社会主義ニ基ク独逸ノ画
期的復興ヲ述ベ併セテ日本固有ノ精神ヲ賛美ス」と
なっており、講演の中で日本精神への言及があった
ことがうかがえる。 
このように文部当局が発信した日本文化講義の実
施通牒に合致した内容で日本文化講義が実施されて
いるが、『日本大学新聞』には①・②・④の講演記事
が掲載されているものの、記事中にはいずれも「日
本文化講義」ないしは「日本文化講演」といった表
記はいっさい出て来ない。①では単に「講演」、また
②では「大講演会」、④では「講演会」という表記の
みであり、「日本文化講義」「文化講演」といった表
記はなされていない。また、『日本大学文学科研究年
報』第６輯（昭和 14 年８月１日発行）の「彙報」欄
に出ている「文学科記事」では、①・②は講演会、
④は日独文化交驩講演会と記載されている。 
⑤についても日本大学皇道研究所が「開講を発表
するや全国的に非常なセンセイシヨンを捲き起し、
各方面からこの新設講座に対する賞讃、激励の辞が
舞ひ込み予想外に多くの照会が殺到して研究所事務
を驚かしてゐる」と『日本大学新聞』第 295 号（昭
和 13 年４月５日）の２面で報じられた「皇道講座」
を日本文化講義として報告したものと見られる。 
⑥については本来は海軍記念日講演であり、日本
文化講義として実施された訳ではなかろう。このよ
うに考えると、日本大学から文部省・教学局へ日本
文化講義の実施として報告された講演は、学内では
「日本文化講義」あるいは「日本文化講座」という
名称を用いずになされた可能性が高いと見られる。 
 
表－７ 日本大学が文部当局に報告した日本文化講
義の実施事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
５月27日
法文学部各学年
524名、商経学部
各学年332名、専
門部（除歯、医、
工）各学年1834
名
枢密院議長 平沼　騏一郎 祭祀ト事業
６月23日
法文学部各学年
524名、商経学部
各学年332名、専
門部（除歯、医、
工）各学年1834
名
貴族院議員 水野　鍊太郎 日本大学ト皇道精神
12月１日
法文学部各学年
524名、商経学部
各学年332名、専
門部（除歯、医、
工）各学年1834
名
学習院長・海軍大
将 野村　吉三郎 支那事変ト国民ノ覚悟
12月２日
法文学部各学年
524名、商経学部
各学年332名、専
門部（除歯、医、
工）各学年1834
名
独乙国ミユンヘン
大学教授
オツトー・ケル
ロイター博士
国家社会主義ノ政治的基
礎
４月20日
～６月20
日
歯科生徒全員
613名
日本大学皇道学院
講師 森　淸人 日本精神ニ就テ
５月27日 歯科生徒１、２年約300名 海軍中佐 相　德一郎
海軍記念日ニ於ケル軍事
講演
17 ６月15日 （未記載） 日本大学顧問 山田　孝雄 国体に就いて
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（資料）日本大学総合学術情報センター所蔵『昭和
14 年度事務書類』、『国体について』（日本
大学法文学科報国団学術班、昭和 18 年）、
『日本大学新聞』（日本大学新聞学会、マイ
クロ版） 
 
＜昭和 17 年度＞ 
日本大学における日本文化講義の実施事例は横浜
市立大学図書館所蔵の小冊子『国体について』（日本
大学法文学科報国団学術班、昭和 18 年７月）で確認
できる。この小冊子の表紙見返しに「本書は本大学
顧問山田孝雄博士が昭和十七年度日本文化講義の一
部として法文学科学生の為に述べられた講演の筆記
を印刷に付したものであつて、校閲の労まで煩はし
た博士に対して深く謝意を表する次第である。昭和
十八年七月 日本大学法文学科報国団文化部学術班
−16−
上久保　敏
長小松雄道」とある。このことから、少なくとも昭
和 17 年度時点で日本大学は日本文化講義を日本文
化講義として実施した可能性は高い。 
ただし、『日本大学新聞』第 384 号（昭和 17 年６
月 25 日）は「『国体について』／山田孝雄博士講演」
という見出しを打ち３面で次のように報じている。 
三崎町法文科では去る十五日午後六時から大講
堂に於いて元本学教授、神宮皇學館大学々長山
田孝雄博士の講演会を開催、博士は「国体につ
いて」の演題の下に約二時間半に亘つて講演を
行ひ、聴講の千六百名に達する学生、卒業生一
同に深い感銘を与へた 
終つて国文学会主催による在学生卒業生が山田
博士を中心に懇談会を行ひ意義ある催しを終つ
た 
この時もまた日本文化講義として実施されたとは
触れられていない。『日本大学新聞』には「日本文化
講義」という文言は全く出て来ないことを踏まえる
と、「日本文化講義」という名称が学内で用いられた
としてもその範囲は限定的であり、学生に対して日
常的に「日本文化講義」という名称は使っていなか
ったのではないかと推量される。 
 
(3) 拓殖大学 
『拓殖大学百年史 昭和前編』（平成 23年）は「第
１章 財団法人拓殖大学」の「第９節 戦時教育体
制への序奏――教育審議会の設置」、「第 10 節 戦時
下の大学」および「第３章 昭和前期の学生生活」
の「第５節 戦争と学徒」において戦時下における
文部当局の教育行政や拓殖大学の学内動向を詳述し
ているが、日本文化講義に関する言及はなされてい
ない。 
しかし、『拓殖大学百年史 資料編四』（平成 16
年）は拓殖大学が所蔵する文部省・教学局との往復
文書の中から昭和 12（1937）、13 年度の日本文化講
義実施状況報告の文書（控え）をそれぞれ「一八八 
日本文化講義実施に関する件 回報［控］」（昭和 13
年３月 23 日）、「二〇一 日本文化講義実施状況調査
に関する件 報告［控］」（昭和 14 年５月３日）との
表題の下、記載している 27）。 
表－８の通り昭和 12 年度については①文学博
士・田中義能（國學院大學教授）の「神道概論」（３
時間ずつ昭和 12 年 10 月 16 日から６回にわたり実
施）の１件が、昭和 13 年度については②貴族院議
員・法学博士・下村宏による「時局に直面して」（５
月 18 日）、③藤山愛一郎による「時局に関する感想」
（10 月５日）、④本間俊平による「日本国民の天職」
（11 月 30 日）の３件が拓殖大学における日本文化
講義の実施事例として報告されていた。 
 
表－８ 拓殖大学が文部当局に報告した日本文化講
義の実施事例 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
12
10月16・
11月27・
12月11・１
月15・２月
５・２月19
日
予科119名、専門
部143名 文学博士 田中　義能 神道概論
５月18日 学部３年及専門部３年180名
貴族院議員・法学
博士 下村　宏 時局に直面して
10月５日 学部３年及専門部３年180名 （未記載） 藤山　愛一郎 時局に関する感想
11月30日 学部３年及専門部３年180名 （未記載） 本間　俊平 日本国民の天職
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（資料）百年史資料集編集委員会編『拓殖大学百年
史 資料編四』（拓殖大学、平成 16 年） 
 
日本文化講義実施状況の報告文書には①の講義要
旨として次のように記されている。 
日本精神ニ由来スル日本国民特有ノ神道ノ本
質ヲ闡明シ敬神崇祖ノ重要ナル所以ヲ認識セシ
メ国体神道論ノ目ニ於テ我ガ国体ノ尊厳ヲ説キ
神社神道論ノ目ニ於テ神社ノ特質ヲ示シ神社ニ
対スル世人ノ謬見ヲ正シ倫理神道論ノ目ニ於テ
教育勅語ノ聖旨ヲ謹述シ皇祖皇宗即チ神明ノ偉
大ナル道徳ヲ説キ日本国民トシテ健全ナル人生
観ヲ体有セシムルコトヲ務メタリ 
②～④の講義論旨については②と③が「日本国民
ノ覚悟ヲ説ク」、④が「日本精神ヲ説キ現代青年ノ覚
悟ニ及ブ」と簡単にしか書かれていない。 
『拓殖大学新聞』第 118 号（昭和 12 年 10 月 20
日）は２面で「本学建学精神に照し新たに『神道講
座』開設さる」という見出しでこれを次のように報
じている。 
国際的重大危局に鑑み国家総動員の精神的方面
として去る九月九日政府は「国民精神総動員を
実施する」旨を宣明したが、本学に於ても国民
精神総動員に対する活動振りは目覚ましく去る
九月十四日大蔵理事の訓示を示し、運動会の余
興廃止一方学生側に於ける活動としては全学一
千の明治神宮参拝、宮城遥拝、出征将兵の武運
長久祈願、拓殖招魂社に於ける四英霊の合祀祭
及び国防学生隊の活動等全学挙げて国神総動員
の健実鞏固なる一翼たらん事を期してゐる、而
して更に本学当局では精神教育の必要性に鑑み
今回「神道講座」の開設を計り、先般来講師を
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
−16− −17−
物色中であつたが我国神道の権威者現國學院大
學教授文学博士田中義能氏を講師として招聘
する事に決定、既に去る十六日より三○五教室
に於いて開講した。該講座は海外発展を使命と
する本学の建学精神には最も必要不可欠なも
ので今回の企ては最も有意義なものと見られ亦
学生間にも非常な公表を博してゐる、因に該講
座は毎週土曜日午後一時より三時迄、予科及び
専門部の一年生に行はれる（ゴシック体は原文） 
支那事変（日中戦争）勃発を受けた国民精神総動
員運動の一環で神道講座が設置されたことを伝えて
はいるが、記事中には「日本文化講義」という言葉
は出てこない。拓殖大学についても文部省・教学局
には日本文化講義の実施と報告しながらも学内的に
は日本文化講義という名称を使っていない可能性が
残る。 
『拓殖大学新聞』は昭和 13 年９月 20 日付けの第
126 号までは欠号が一部あるものの概ね所蔵されて
いるが、それ以降は昭和18年４月26日付けの第174
号が所蔵されているのみであり、下村宏が講師を務
めた②については同紙第 123 号（昭和 13 年５月 20
日）で記事になっておらず、次の第 124 号は欠号で
あるため、拓殖大学が日本文化講義を文字通り日本
文化講義として実施したか否かについては現時点で
判断できない。 
 
(4) 上智大学 
上智大学史資料室が所蔵する報告書綴（教務課）
の簿冊を閲覧したところ、『昭和 13 年度 報告書
綴』と『昭和 14 年度 報告書綴』にそれぞれ昭和
12（1937）、13 年度の日本文化講義実施状況の報告
文書（控え）が残っており、実施事例は確認できた。
上智大学史資料室が所蔵する理事会記録の目録を確
認したが、上智大学理事会では日本文化講義は議題
としては上がらなかったようである。 
上智大学が文部省・教学局に提出した日本文化講
義実施状況報告28）は両年度とも筆者がこれまで確認
した私立大学の報告の中で最も詳細なものである。
昭和 12 年度の実施状況報告（昭和 13 年６月３日付
け）の文書冒頭には次のように書かれていた。 
本学ノ教育方針ハ教育勅語ノ御旨意ニ則リ学生
ノ徳器ヲ成就セシメントスルニアルガ故ニ年来
四大節及教育勅語渙発記念式典ハ勿論其他ノ式
祭日ノ行軍ニ於テハ全学生ノ出席ヲ強要シテ最
モ厳粛ニ之ヲ執行スルト共ニ之ニ因ミテ講演参
拝等ヲ行ヒ日本精神涵養ニ資シ居レリ随ツテ大
学令規定ノ学科以外昨年度ニ於テモ此ノ方針ノ
下ニ所謂実地ニ日本文化ノ講義ヲナセリ 
上智大学の報告は以下の通り、①式典・参拝など
の諸行事、②学内外の講師による講演、③大学部・
予科での正規授業内における対応、の３点から構成
されていた。 
 
表－９ 上智大学が文部当局に報告した日本文化講
義の実施事例（行事） 
年度 実施日 件名 内容摘記
４月18日 入学式 教育勅語捧読、学長、学監、予科長各訓辞ノ後学長ハ職員新入学生ヲ引率シテ明治神宮参拝
４月29日 天長節式典 式後講演（海軍少将・山本信次郎「今上陛下の皇太子にてゐらせられし御頃を偲び奉りて」）
５月27日 ☆海軍記念日 講演　（海軍軍令部員兼参謀本部員海軍大佐・横井忠雄「日本海軍の現状に就いて」）
10月30日 ※教育勅語渙発記念日式典
教育勅語、特ニ教育者ニ賜ハリタル勅語捧読　（講演
文学博士・井上哲次郎「明治天皇御事蹟に就いて」）
11月３日 明治節
式典挙行（本日ノ式典ハ多摩御陵ノ御前ニテ挙行ノ
予定ナリシガ当日雨天ナリシカバ予定ヲ変更シテ講
堂ニ於テ式典挙行）
11月６日 多摩御陵参拝
職員及全学生多摩御陵参拝
御陵墓前ニテ大正天皇御下賜ノ勅語捧読式後高雄
山登山
12月13日 ※勅語捧読と参拝
12月12日北支方面及内蒙方面ニ作戦中ノ陸軍将兵
ニ対シ下賜アラセラレタル勅語捧読式挙行後職員及
学生生徒一同靖国神社参拝
南京陥落ニ対シ最高指揮官松井大将閣下ニ祝電発
送
12月17日 御真影奉戴式 訓示　幹事　土橋八千太
１月元旦 ※四方拝式典 御真影奉戴後ノ第一年最初ノ祝賀式在京学生全部集合式典挙行
２月11日 ※紀元節 教育勅語及憲法発布勅語捧読式及貴衆両院議長上奏文朗読式
２月12日 ※予科生不時検閲
憲法発布五十年祝賀式典ニ於テ賜ハリタル勅語捧
読式挙行
第二回精神総動員ニ対スル覚悟ノ強調
４月29日 天長節 天長節祝賀式ニ於ケル講演　（講演者　哲学博士・土橋八千太）
５月27日 ☆海軍記念日
（講演）海軍省軍務局員海軍中佐・勝田治夫「日本
海々戦ト日支事変ニ於ケル海軍ノ動作及西欧諸国ト
ノ比較研究」
６月27日 訓示 勤労奉仕ニ関スル学長ノ訓示
７月１日 報告
六月廿八日ヨリ開催ノ文部省主催学生主事会ニ於ケ
ル物資総動員、経済戦強調週間要項、国民貯蓄奨
励、勤労奉仕等会議ノ状況及趣旨　報告者　予科長
学生監　榮田猛猪
７月10日 七月七日御下賜勅語奉読式
一．勅語奉読　二．首相ノ告諭朗読後之ニ対スル覚
悟　幹事　土橋八千太　三．七月八日精神総動員中
央聯盟主催ノ学生・生徒主事会ノ模様ヲ述べテ時局
ノ認識ヲ促ｽ　学生監　榮田猛猪
９月６日 報告訓話
七月廿五日ヨリ開催ノ文部省主催東洋学術講習会ノ
状況及文部省教学局ヨリ送付ノ情報第七号ニヨリ報
告訓話
10月９日 訓示並二映画
靖国神社臨時大祭ニテ授業休止、式典挙行、日独国
情ヲノベテ学長訓示後独逸空軍ノ活動写真映写（写
真ハ独逸大使館ヨリ説明者付ニテ借用）
10月30日 教育勅語奉読式
教育勅語奉読式ニ於ケル講演二時間　演題　皇軍ノ
行動梗概ト戦況　講演者　大本営報道部陸軍騎兵少
佐　佐伯静夫
11月10日 勅語捧読式 国民精神作興ニ関スル勅語捧読式　演題　尼港事件当時ノ追憶　講演者　陸軍少将　福島戌
１月１日 新年拝賀式 年頭所感　幹事　土橋八千太
２月11日 紀元節式祭日 演題　世界各国ノ我邦ノ聖戦ニ対スル理解及同情講演者　海軍少将　山本信次郎
３月10日 陸軍記念日 演題　「武ノ意味」弓張峯戦闘ノ一班及ビシベリヤ出兵当時ノ状況　講演者　陸軍少将　三浦眞
13
12
 
（注）件名欄の※を付した件名は「国民精神総動員
実施ニ関スル状況報告ノ件」の表記を転用。
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上久保　敏
☆印を付した件名は当方で補記した。 
（資料）上智大学史資料室所蔵『昭和 13 年度 報告
書綴』、『昭和 14 年度 報告書綴』 
 
①式典・参拝などの諸行事 
表－９の通り昭和 12 年度については４月 18 日の
入学式に始まり、天長節や明治節、紀元節といった
祝日における行事、教育勅語奉読、多摩御陵や靖国
神社への参拝などが実行された。 
また、昭和 13年度については祝日行事の他に訓辞
や報告なども日本文化講義として報告されていた。
６月 27 日の「勤労奉仕ニ関スル学長ノ訓辞」の要旨
は「文部省ノ指示ニ従ヒ精神総動員ノ趣旨徹底ヲ期
シ全学挙ゲテ之ニ参加スベキコトヲ説ク」となって
いた。 
「実地ニ日本文化ノ講義ヲナセリ」と言えばその
ようにも言えるのかもしれないが、厳密にはこれを
もって日本文化講義と呼ぶには無理があり、日本精
神の涵養に精励しているという姿勢を強く訴えるた
めとはいえ、上智大学の報告には過剰対応とも呼ぶ
べきものがあった。 
②学内外の講師による講演 
①の諸行事の中で行われた講演もあり、表－９と
日程的に重なるものもあるが、学内外の講師による
講演については表－10 の通りである。これについて
は純粋に「日本文化講義」と呼べるような講演内容
とみてよいが、講師の顔ぶれは学内関係者と軍関係
者が大半を占めている。 
＜昭和 12 年度＞ 
昭和 12 年度は６日程で９名による講演があった
が、２月 17日の東京府保導協会主任・藤岡真一郎の
「学生保導の現状に就いて」を除けば学内関係者、
軍関係者による講演であった。講演要旨は記載され
ていないため、内容については演題から推測するし
かないが、軍事情勢や国際動向に関するものが多く、
他方で井上哲次郎の「明治天皇御事蹟に就いて」（10
月 30 日）、「日本精神に就いて」（２月 17 日）のよう
に日本文化講義らしい演題の講演も行われていた。 
＜昭和 13 年度＞ 
昭和 13 年度は 11 件の講演があったが、陸軍大佐
で上智大学の配属将校でもあった福島戌を含め昭和
12 年度と同様に軍関係者による講演が５件と目立
つ他、大蔵官僚による講演も含まれていた。昭和 15
年から第三代学長に就く土橋八千太による講演や皇
国史観で著名な平泉澄による講演「日本精神」、異色
なところではペルー国前首相・リマ大学教授のホ
セ・デ・ラ・リヴァ・フグエーロ博士（ホセ・デ・
ラ・リバ・アグエロ・イ・オスマ）による「古代ノ
ペルーニ就テ」もあるが、いずれも要旨は書かれて
おらず、講義内容の詳細については不明である。 
 
表－10 上智大学が文部当局に報告した日本文化講
義の実施事例（講演） 
年度 実施日 対象学生・生徒 講師肩書き 講師名 演題
４月29日 本科・予科全学生 海軍少将 山本　信次郎
今上陛下の皇太子にてゐ
らせられし御頃を偲び奉り
て
５月27日 本科・予科全学生
海軍軍令部員兼参
謀本部員　海軍大
佐
横井　忠雄 日本海軍の現状に就いて
陸軍大佐 福島　戌 北支及上海方面戦況に就いて
学生監 榮田　猛猪 精神総動員に就いて
軍令部出仕 水野　恭介 事変と日本海軍
法学博士 孫田　秀春 日本現状と独逸の動向
10月30日 本科・予科全学生 文学博士 井上　哲次郎 明治天皇御事蹟に就いて
文学博士 井上　哲次郎 日本精神に就いて
東京府保導協会主
任 藤岡　眞一郎 学生保導の現状に就いて
４月29日 大学部及予科の学生・生徒全体 哲学博士 土橋　八千太 （未記載）
５月27日 大学部及予科の学生・生徒全体
海軍省軍務局員海
軍中佐 勝田　春夫
日本海々戦ト日支事変ニ
於ケル海軍ノ動作
６月11日 大学部及予科の学生・生徒全体 （未記載） （未記載） 時局ニ対スル所感
６月25日 大学部及予科の学生・生徒全体 文学博士 鳥居　龍藏 インカ帝国
10月７日 大学部及予科の学生・生徒全体
大蔵省国民貯蓄奨
励局次長 木内　四郎 戦時財政問題ニ就テ
10月30日 大学部及予科の学生・生徒全体
大本営報道部陸軍
騎兵少佐 佐伯　靜夫 皇軍ノ行動梗概と戦況
11月10日 大学部及予科の学生・生徒全体 陸軍少将 福島　戌 尼港事件当時ノ追憶
２月11日 大学部及予科の学生・生徒全体 海軍少将 山本　信次郎
世界各国ノ我邦ノ聖戦ニ
対スル理解及同情
12月12日 大学部及予科の学生・生徒全体
ペルー国前首相リ
マ大学教授
ホセ・デ、ラ、
リヴァ、フグ
エーロ博士
古代ペルー二就テ
２月18日 大学部及予科の学生・生徒全体 文学博士 平泉　澄 日本精神に就いて
３月10日 大学部及予科の学生・生徒全体 陸軍少将 三浦　眞
「武の意味」弓張峯戦闘ノ
一班及ビシベリヤ出兵当
時ノ状況
本科・予科全学
生
２月17日 本科・予科全学生
12
13
９月13日 本科・予科全学生
10月24日
 
（資料）表－９に同じ 
 
③大学部・予科での正規授業内における対応 
上智大学が報告する日本文化講義実施状況では更
に学部・予科での正規授業の中でも日本文化講義が
実施されていた。 
＜昭和 12 年度＞ 
昭和 12 年度の実施状況報告の文書には次のよう
に記されていた。 
 大学部ニ於テハ本年度ハ井上哲次郎博士ニ依頼
シ支那哲学ノ科目時間ニ於テ東洋ノ精神文化ノ
名ノ下ニ日本ノ精神文化ニツキテ一週二時間宛
講義ヲ依頼シ来リケリ 
 予科ニ於テハ昨年来文部省ヨリ頒布セラレタル
「国体の本義」又ハ教学叢書ニヨリテ時ニ応ジ
機ニ臨ミテ之ヲ講述シ居レリ。特ニ本学ニ於テ
ハ生徒ノ授業欠席ヲ極度ニ戒メ居ルガ故ニ随ツ
テ教授講師ノ休講ヲモ之ヲ戒メ若シ休講アリタ
ル際ニハ已ムヲ得ザルモノヽ外ハ之ヲ補講シ居
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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レリ。斯カル時最モ有効ニ利用セラルヽモノガ
前記「国体の本義」又ハ教学叢書ニシテ当事者
ノ常ニ感謝セシ所ナリ 
専門部は次の通り報告している。 
  昭和十二年度ノ「修身」ノ講義ニ際シ全生徒ニ
対シ機ニ応ジ文部省ヨリ頒布セラレタル「国体
ノ本義」を講述セリ 
  講師 専門部教授 武宮隼人 
大学部、専門部は別として予科の報告は「国体の
本義」や「教学叢書」に謝意を示すなど文部省への
阿りとも受け止められる表現を用いている点が目を
惹く。 
＜昭和 13 年度＞ 
昭和 13 年度の実施状況報告の文書の記載内容は
次の通りであった。 
 昭和十三年度ニ於ケル大学部ノ日本文化講義 
     毎週二時間 
     講師   文学博士  井上哲次郎 
 昭和十三年度ニ於ケル予科ノ日本文化講義 
      予科二年 
     毎週一回一時間 
     講師   予科長   栄田猛猪 
     講義要項 
      国体ノ本義内容及明治天皇御製謹話 
      予科一年 
      一定時間ノ定メナク教授、講師ノ休
講アル際ニハ之ヲ利用シテ随時講話 
         （予科ニ於テハ休講ナク万一講師、教授
ノ欠勤ノ際ニハ他ノ教授、講師之ヲ補          
講ス） 
上智大学が日本文化講義を文字通り日本文化講義
として実施したのか否かについては確たる裏付け資
料がない。戦時期の上智大学では学生新聞や学内報
の発行が無かったためである。学内で実施した諸行
事を示すことで「実地ニ日本文化講義ヲナセリ」と
言っていることは逆に日本文化講義と銘打ち、課外
で講義を実施することが無かったことを突かれた場
合の予防線とも解釈できる。その意味で日本文化講
義を日本文化講義として実際に実施した可能性は低
いと見られる。 
 
3.4 文部省・教学局に対して昭和 12 年度もしくは
13 年度について「日本文化講義を実施せず」と
報告した大学・学校 
(1) 専修大学 
専修大学総務部大学史資料課が所蔵する文部省関
係の文書を綴った簿冊のうち、『文部省関係雑書綴   
自昭和十二年三月至昭和十三年十一月』と『文部省
関係雑書綴 自昭和十三年十一月至昭和十五年十一
月』にそれぞれ昭和 12（1937）、13 年度の日本文化
講義実施状況報告の文書（控えあるいは下書き）が
残っており、少なくともこの両年度は実施しなかっ
たということが確認できた。 
まず、昭和 12年度の日本文化講義の実施状況につ
いて回答した 13 年５月 17 日付けの「日本文化講義
実施状況報告ニ関スル件回答」の全文は次の通りで
ある。 
三月八日付発指一七号ヲ以テ御照会相成候標記
ニ関スル件本学ニテハ昭和十二年度ハ実施セザ
ルニ付此段御回答申シ候 
また、昭和 13年度の日本文化講義の実施状況につ
いて回答した 14 年５月８日付けの「日本文化講義実
施状況照会ノ件回答」の全文は次の通りである。 
五月一日付発指一九号ヲ以テ御照会相成候標記
ニ関スル実施ノ件昭和十三年度本学ニ於テハ実
施致サズ所ニ付此段御回答申上候 
「日本文化講義実施状況報告」の控え（下書き）
が昭和 12、13 年度の両年度とも残っているのは、筆
者がこれまで調べてきた私立大学の中では中央大学、
早稲田大学、拓殖大学、上智大学、関西学院大学、
専修大学、大谷大学の７大学に限られるが、両年度
とも実施せずという「ゼロ回答」で報告したのは関
西学院と専修の２大学のみである。このうち関西学
院については以前に拙稿で述べた通り 29）、両年度と
も特別に日本文化講義を実施している訳ではないが
日本文化を高調する学科目を開講していると学科目
の一覧表を回答文書に添付していた。また、関西学
院は昭和 14 年度から日本文化講義の実施に踏み切
った。 
専修大学総務部大学史資料課が所蔵する『教授会
記事録 自昭和４年 11 月至昭和 21 年８月』や『専
修大学経済新聞』（戦時期は昭和 19 年４月１日の第
232 号まで所蔵、ただし、欠号も多い）、『経済法律
論叢』（戦時期は昭和 17 年 12 月まで発刊）の「学園
だより」欄にも日本文化講義に関する記述は確認で
きなかった。昭和 14 年度以降日本文化講義が実施さ
れたか否かについては現時点で不明である。 
ただ、専修大学が文部当局に対して「実施しなか
った」と明確に報告したことについては疑問が残る。
『専修大学経済新聞』第 176 号（昭和 13 年 11 月１
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日）は２面で「戦時財政下に轟く／大蔵次官石渡荘
太郞閣下の大獅子吼／『戦時財政経済の現状と国民
ノ覚悟』」という大きな見出しを打ち、昭和 13 年 10
月 22 日に実施された講演の模様を「早くより待ち兼
ねてゐた真摯なる学徒二千の群は定刻前早くも堂を
満たして立錐の余地無き大盛況ぶりを展開」「最後
に長期交戦の継続ありても困らないよう、熟思して
国策の線に沿って実行に努め勇往邁進あるようとの
有難き御諚あり十一時三十二分目出度く終了、万来
の如き拍手しばしやまなかつた」などと詳しく報じ
ている。 
報道を見る限り、日本文化講義の実施事例として
報告しても差し支えのない内容の講演である。実際
に表－６にある通り、早稲田大学では昭和 13 年 11
月 10 日に科外講義として実施した石渡の講演を日
本文化講義の実施として報告していた。専修大学が
日本文化講義を実施しなかったのは事実にせよ、日
本文化講義の実施とも報告しうる講演を実施してい
ながら、そのようにしなかった理由は何であろうか。
専修大学には文部省・教学局に対し２年続けて「ゼ
ロ回答」をしても文部当局から問題にされることは
ないというような何らかの判断、確信があったので
あろうか。この点を解明するためには専修大学と文
部省・教学局との関係について学内文書等を精査す
ることにより深く探る必要があるが、今回の調査で
はそこまで踏み込むことはできなかった。 
 
(2) 明治学院 
明治学院歴史資料館所蔵の『昭和 13 年から 17 年 
諸官庁往復公文書』の中に日付は不明ながら文書の
綴られた順番から判断すれば昭和 12（1937）年度の
実施状況報告の下書きだと推測できる文書が下記の
通り残っており、昭和 12 年度については実施しなか
ったことが確認できた。 
                            
明治学院長事務取扱 
ウヰリス・ヂー・ホキエ 
 教学局指導部長殿 
   日本文化講義実施状況報告ニ関スル件回答 
   標記ノ件ニ関シ今回ハ講義実施不仕候條右及
回答候也 
『明治学院高等商業部日誌』（昭和 18 年の当用日
誌を使用）、『昭和十七年度 日誌（其ノ一）』（高等
学部教務課）、『昭和十七年度 日誌 （其ノ二）』
（高等学部教務課）、『昭和十八年六月 日誌』には
日本文化講義に関する記載はなかった。学生新聞で
ある『明治学院高商時報』及びその後継紙である『明
治学院学報』（第 128 号（昭和 18 年９月 20 日）まで
明治学院大学図書館に所蔵）では日本文化講義の実
施に関する記事は確認できなかった。 
ただし、『明治学院高商時報』第 63 号（昭和 12
年 10 月 20 日）には国民精神総動員強調週間におい
て 10 月 15 日に本多熊太郎による「支那事変の文明
史的意義」という講演会が開催されたことが記され
ている。内容から考えても日本文化講義の実施とし
て教学局に報告することも可能な講演である。専修
大学と同じくなぜ、実施しなかったという回答をし
たのか、疑問が残る。 
 
3.5  日本文化講義を実施したか否か不明である大
学・学校 
文部省・教学局に対する昭和 12（1937）、13 年度
の日本文化講義実施状況報告の文書（控え・下書き）
が確認できず、また学生新聞や学内報においても日
本文化講義の実施に関する記事が確認できなかった
ため、日本文化講義を実施したか否かについて現時
点では不明としか言えないのは慶應義塾、明治大学、
法政大学、國學院大學、東京慈恵会医科大学、東京
農業大学、東洋大学、青山学院、横浜専門学校の９
校である。 
このうち、文部省・教学局との往復文書や意思決
定機関の議事録、業務・行事等を綴った日誌類につ
いて「所蔵無し」、「未整理」、「学外には非公開」と
いった理由で学生新聞や学内報のみしか調査できな
かったのは法政大学（『法政大学新聞』、『法政大学
報』）、國學院大學（『國學院大學新聞』、『國學院雑
誌』）、東京慈恵会医科大学（『慈恵愛宕新聞』）、東京
農業大学（『農大新聞』、『農大彙報』、『東京農業大学
農学輯報』）、東洋大学（『東洋大学新聞』、『東洋大学
護国会々報』、『東洋大学校友会々報』）の５校であっ
た（校名の後の（ ）内は閲覧した資料名を示す）。
以下、学内文書について調査できた４校について触
れる。 
(1)  慶應義塾 
塾監局庶務課が綴った『文部省通牒関係綴 自昭
和十六年九月至昭和十八年十一月』や『昭和十七年
十一月起 文部省通牒及回答綴 （其の三）』など文
部省の通牒関係の書類が慶應義塾福澤研究センター
に一部所蔵されているが、慶應義塾における日本文
化講義の実施に関する文書類は確認できなかった。
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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同センターに所蔵されている塾監局庶務課の昭和
11（1936）～13 年および昭和 15・16 年の『庶務日
誌』には課外講義や勤労作業などの記録が記されて
いるが、日本文化講義に関する記載は確認できなか
った。また、学生新聞『三田新聞』や塾報・雑報欄
のある『三田評論』にも日本文化講義に関する記事
は見当たらなかった。 
以上の調査結果より、慶應義塾で日本文化講義が
実施されたか否かは現時点では不明と言わざるを得
ない。しかし、例えば『三田評論』第 484 号（昭和
12 年 12 月）の塾報欄には大学予科報告として国民
精神総動員強調週間の第１日に当たる昭和 12 年 10
月 13 日に野村海軍大将の講演が開かれたという記
事がある。また、同誌第 485 号（昭和 13年１月）に
は時局講演会が青木陸軍大佐（昭和12年９月17日）、
森海軍大佐（同 10 月 19 日）、慶應義塾評議員津田信
吾（同 11 月 26 日）を講師として開かれたという記
述もある。 
昭和 15・16 年の『庶務日誌』や『三田評論』には
小泉信三塾長が全学生を対象に訓示を行った旨も記
されている。時局に関する講演や大学総長による訓
示・訓話は慶應義塾でも行われていた点で、3.3(1)
で見た早稲田大学と同じく、文部省・教学局に対し
て日本文化講義の実施として報告できるような講演
は実施しながらも学内では日本文化講義という名称
を付した講演は実施しなかったという可能性がある
と思われる。 
 
(2) 明治大学 
明治大学史資料センターには『省通牒ニ関スル重
要書綴 二号』と『昭和十六年四月起 文部省通牒
ニ関スル重要書綴 其三』の２冊の簿冊が所蔵され
ているが、文部省・教学局に明治大学が回答した日
本文化講義実施状況報告の控え・下書きは綴られて
いなかった。 
法学部、商学部、政治経済学部教授会の議事録・
通知や教務事務室の業務日誌については非公開の扱
いであった。学生新聞『明治大学駿台新報』やその
後身『明治大学新聞』（昭和 16 年５月～20 年 12 月
発行分）、学内報『明大学報』（昭和 13 年度、14 年
度）では日本文化講義の実施記事は確認できなかっ
た。 
とはいえ、例えば『明治大学駿台新報』第 443 号
（昭和 12年 10 月 23 日）の２面では「学園の精神総
動員／総長は記念館で訓話／学生は宮城・神社に参
拝」との見出しの下、学園の精神総動員が報じられ
ており、このような行事における訓話や時局講演会
が日本文化講義として文部省・教学局に報告された
可能性は残っている。 
 
(3) 青山学院 
青山学院資料センターでは昭和 11（1936）、15～
18 年度の『文書綴』を所蔵しているが、12～14 年度
の文書綴がなく、昭和 12、13 年度の日本文化講義実
施状況報告の文書（控え、下書き）などは確認でき
なかった。学生新聞である『青山学報』（昭和 18 年
10 月１日の第 176 号まで発行）にも日本文化講義に
関する記事は出ていなかった。 
青山学院内における行事が掲載されている『学内
広報』（昭和 20 年４月 29 日の第 277 号まで発行あ
り）や『青山学院週報』（昭和 20 年５月 19 日の第
497 号まで終戦前に発行）、青山学院の理事会記録
（自昭和 12 年３月至同 17 年３月）のいずれにおい
ても日本文化講義に関する記述は確認できなかった。 
しかし、『青山学報』の第 161 号（昭和 14 年７月
５日）には杉森孝次郎の講演会（昭和 14年６月７日）
と前駐米大使出淵勝次による講演会「東亜に対する
米国の態度」（昭和 14 年６月５日）の記事が、また
第 174 号（昭和 18 年１月１日）には東大教授宇野円
空による講演会「南方共栄圏の宗教」の記事が掲載
されている。講演者の顔ぶれや講演内容から考えた
場合、これらの講演会が日本文化講義として実施さ
れていた可能性は残っている。 
 
(4) 横浜専門学校 
神奈川大学資料編纂室は昭和 59（1984）年から平
成 29（2017）年までに『神奈川大学史資料集』を第
34 集まで刊行しているが、その中に文部省・教学局
との往復文書は含まれていない。学内意思決定機関
の議事録としては『決議録 其一 横浜専門学校』、
『会議録綴 其二』の簿冊が『神奈川大学史資料集 
第十集』（平成６年３月）に「横浜専門学校会議録
（一）」として、また『昭和十五年度 教務委員会記
録簿』、『昭和二十年度以降 会議録 事務部』の簿
冊が『神奈川大学史資料集 第十一集』（平成７年２
月）に「横浜専門学校会議録（二）」として収録され
ている。これらのうち『昭和十五年度 教務委員会
記録簿』に記載されている昭和 18 年６月７日の高等
工業学校長会議報告の中に「日本文化講義ニ関スル
件」が注意事項の１つとしてあるものの、同校にお
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ける日本文化講義の実施に関する記述そのものは全
く確認できなかった。 
学生新聞である『横専学報』は『神奈川大学史資
料集 第二集』（昭和 61 年２月）に下巻として第 51
～101 号が収録されているが、日本文化講義に関す
る記事は確認できなかった 30）。 
 
４．私立大学の日本文化講義実施対応に関する若
干の考察 
 
4.1 東西の私立大学の違い 
以前に拙稿で述べた通り 31）、戦時期に関西圏に所
在する７大学のうち現時点で日本文化講義の実施事
例が確認できない高野山大学を除けば全ての大学で
日本文化講義は実施されていた。すなわち関西大学、
関西学院、同志社、立命館、龍谷大学、大谷大学の
６校は開始時期に違いはあるものの日本文化講義を
実施し、うち大谷大学を除く５校については学内で
発行されている学生新聞にも日本文化講義の実施記
事が掲載されており、日本文化講義あるいは日本文
化講演といった名称で実施していた。 
これに対して戦時期に東京圏に所在する私立の大
学・高等学校・専門学校のうち今回調査対象とした
24 校については 3.2 で見た通り、日本文化講義を実
際に日本文化講義として実施した大学・学校は可能
性が高いものを含めても９校に限られる。3.3 で言
及した、文部省・教学局に対して日本文化講義の実
施を報告しながら学内では日本文化講義としての実
施をしなかった可能性がある４校を含めたとしても、
24 校中 13 校に過ぎない。 
学内文書の閲覧許可が受けられないという資料面
での制約があったにせよ、大正大学（学生新聞の所
蔵なし）と上智大学（学生新聞の発行なし）を除く
22 校のうち学生新聞に日本文化講義の記述を確認
できたのは中央、日本医科、成城、東京女子、立正、
大倉高商の６校のみという今回の調査結果は関西圏
と大きく異なっている。 
関西圏では私立大学が７校しかないためまとまり
やすく、「関西七大学学生主事会」などの会合も定期
的に持たれており、情報交換や対応協議が進んでい
たと見られる。その結果、日本文化講義の実施につ
いても関西圏の方がある程度共通した対応を取るこ
とにつながったのであろう。 
これに対し、東京圏では私立の高等教育機関の数
が関西圏よりも多い上に、規模や学部・学科などの
組織構成の点で関西圏以上に大学・学校間のばらつ
きが大きく、それぞれに異なる対応を取ることに至
ったと推測される。 
 
4.2 日本文化講義実施に対する対応の多様性 
文部省・教学局から日本文化講義の実施に関する
通牒を受け取った東京圏に所在する私立の高等教育
機関は足並み揃えて一律に通牒に従った訳ではなく、
その対応は多様であったと言わざるを得ない。日本
文化講義の実施に対する対応としては今回の調査か
ら以下に見る通り様々な類型を見出すことができる。 
(1) 従順な対応 
文部省・教学局からの日本文化講義の実施に関す
る通牒に対して文字通り従順な対応を行ったと解釈
できる私立の大学・学校としては 3.2 で挙げた中央
大学、日本医科大学、成城高等学校、東京女子大学、
駒沢大学、大正大学、立正大学、大倉高等商業学校、
立教大学が挙げられる。いずれも当局の通牒を受け
入れ、日本文化講義という名称で講義を実施した。
このこと自体が（内心での反発はあったかもしれな
いが）当局の実施の求めに対して従順に対応したも
のと解釈できるからである。 
中でも最も従順に対応したのは本稿 3.2(2)で取
り上げた日本医科大学であろう。帝国大学、官立大
学、高等学校などの文部省直轄諸学校の中で最も早
く日本文化講義を実施したのは彦根高等商業学校で
あり、昭和 11（1936）年９月 10 日の実施であった。
日本医科大学が日本文化講義を初めて実施したのは
予科２年を対象とする昭和 11 年９月 16 日であり、
彦根高商が実施した６日後である。私立の大学・専
門学校における日本文化講義の実施について筆者が
現時点で把握している限りでは、日本医科大学のこ
の実施が最も早く、次は同志社女子専門学校の昭和
11 年 10 月 19 日である。両者の間には１ヶ月以上の
差があり、日本医科大学の対応が突出して早いこと
がわかる。 
この迅速な日本文化講義の実施は学内に文部当局
による教学刷新事業への理解者が居たことを推測さ
せる。『日本医科大学自治会会報』第４号（昭和 11
年 12 月 10 日）は２面で教学刷新事業である日本諸
学振興委員会の第１回教育学会と日本文化教官研究
講習会自然科学科第１回講習会に参加した塩見磯吉
学生鑑の感想を載せている。塩見は陸軍中尉として
体操の授業を受け持っていたこともあり、後には学
生主事、学務課長・庶務課長を務めた。この塩見学
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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生鑑は次のように語っている。 
要するに各方面に国体明徴日本精神徹底はあら
ゆる方面より叫ばれつゝあり教学刷新は日本精
神を基とし諸学を振興し自然科学の本義を明か
にし学問を発展する大切なることは申す迄もな
い 
文部省においては近く教学局を設置し教学刷新
の三施設を励行に努め官公立大学等にありては
教職員を増員し人格教育の徹底思想問題の指導
等に依り大量生産の弊害を是正せんと企図し
つゝあり 
教育関係当事者は大臣の挨拶を咀嚼吟味して励
精努力お互に連携協力一致し相和して各々その
分を守り職責を尽し研究を盛んにしその成果を
発揚し以て国家に貢献すべきなりと信す 
日本医科大学では塩見のように文部省の教学刷新
事業への理解、協力を示す人物が要職に就いていた
ことが日本文化講義のいち早い実施につながったと
考えられる。 
そして内科学を専門としながら『古事記』にも通
じている二木謙三という教授の存在が日本医科大学
における日本文化講義の迅速なる実施を容易にした
面があろう。二木は教学局指導部指導課が昭和 17
年に作成したと見られる「日本文化講義諸講習会講
師一覧（事務参考用）」32）にも掲載されている人物
であり、少なくとも昭和 13～16 年度において文部省
直轄諸学校で３度日本文化講義の講師を務めていた。
文系教員が少ない医科大学でありながら学外からも
日本文化講義の講師として招聘される人物を教授と
して抱えていたことは日本文化講義を円滑に実施す
る上で大きかったと思われる。 
本稿 3.2(1)で取り上げた中央大学については『中
央大学百年史 通史編下巻』（平成 15 年）の「第８
章 戦時体制下の中央大学」に次の記述が見られる。 
国家総動員法に刺激を受けて、大学のなかに
も総動員の空気は広がっていった。文部省教学
局は、五月一日付で前年度に引き続き「日本文
化講義」の実施方の要請を大学宛に送付した。
そこで中央大学では、この年七月七日に日中戦
争一周年を記念して講演会を持つことにしたの
である。学長林頼三郎名で文部省教学局指導部
長宛に提出した「日本文化講義実施状況報告ノ
件」によると、講師・演題は、昼の部が「時局
ニ対スル訓示」（林頼三郎学長）、夜が「日本国
民ノ覚悟」（小林一郎教授）となっていた。聴講
学生の範囲と数は、学部・予科、専門部をあわ
せて、昼間部は一〇〇〇人、夜間部は一八〇〇
人を予定していた。 
林の講演は、日中戦争の長期化を覚悟して、
この重大な時局に天が日本に与えた一大試練と
受け止め、「東洋の平和」と「帝国の大理想」を
実現することを強調したものである。また、小
林の話は、日本帝国が中心となって「東洋民族
は一致協力」しなければならないことを訴え、
日本国民がヨーロッパ諸国に比して知識・技術
の面で遜色がないことを説いて、中国の広大な
国土・豊かな物資を活用して「東洋平和」を確
立するよう強調していった（『文部省往復文書
（昭和一三年～一五年）』）。林の記念講演の後、
参加者は靖国神社まで行進し、神社に参拝して、
戦没将兵の英霊を追悼し、あわせて出征将兵の
武運長久を祈った（『中央大学新聞』一九三八年
七月三〇日付）33）。 
中央大学は学内教員による講演をもって日本文化
講義としているが、『中央大学々報』や『中央大学新
聞』の記事にもある通り昭和 15 年度にも学外から講
師を招聘して日本文化講義を実施しており、文部
省・教学局からの実施要請に対して従順に対応して
いたのはまさしく学内に総動員の空気が広がってい
たために他ならない。 
本稿 3.2(3)で見た成城高等学校についても昭和
11 年度から 17 年度まで毎年度日本文化講義が実施
され、学内でも「日本文化講義」「日本文化講座」と
いう名称で実施し、学生新聞『成城学園時報』が比
較的詳しく取り上げていた。同紙が日本文化講義に
ついて初めて報じたのは第 80 号（昭和 11 年 10 月
22 日）の５面においてである。「思想善導の為 近
く／「日本文化講座」開講」と比較的大きな見出し
を打ち次のように報道した。 
文部省では先に高校生の思想善導国体明徴のた
め全国の高校に対し特別講義として日本文化講
座（一年四、五回八―十時間）を第二学期より
開講すべしと命令したが、成城でもこれに従つ
て近く講座が持たれる筈である、講師内容は未
だ決定してゐないが、これは規定に依ると文部
当局と校長が協議して選定しなければならず、
他校の例を見ると吉田静致、紀平正美、和辻哲
郎等の所謂思想善導学者が講師となつてゐる 
日本文化講義に対する学園としての見解をそのま
ま記事にしたか否かは不明だが、講師選定について
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は文部省と各校が協議して決めるのは文部省直轄諸
学校であり、私立の大学・高等学校等については通
牒でそこまで要求している訳ではなかった。文部省
直轄諸学校での実施方法を聞き及んでいた可能性が
高く、この記事を見る限り、成城学園は日本文化講
義の実施に関する通牒を重く受け止めていたものと
考えられる。 
また、日本文化講義の目的を「思想善導」と捉え
ており、記事中に出てくる「特別講義」という言葉
も恐らくは日本文化講義の前身である特別講義を踏
まえての言及と見られることから、成城学園は早い
段階で日本文化講義を意識し、従順にこれを実施す
ることになったものと推量される。東京近辺の大学
教員だけでなく京都帝大の高田保馬を講師として招
くなど、今回調査対象とした 24 校の中では日本医科
大学と同様に日本文化講義に熱心に取り組んでいた
と言いうる。 
本稿 3.2(4)で取り上げた東京女子大学では昭和
11、12 年度における日本文化講義の実施は不明であ
るが、少なくとも昭和 13 年度から 16 年度まで外部
から講師を招聘し、日本文化講義を実施していた。
佐佐木信綱、田辺尚雄、柳田国男、岸田国士といっ
た講師はいずれも前述した「日本文化講義諸講習会
講師一覧（事務参考用）」に掲載されている、日本文
化講義の常連講師とも呼べる面々であり、やはり日
本文化講義の実施要請に対して従順な対応をしたと
見られる。 
 
(2) 過剰な反応の陰にある複雑な対応 
日本文化講義の実施状況報告に対して過剰とも言
える反応を示したのが上智大学であった。本稿
3.3(4)で見た上智大学の実施状況報告は他大学と比
べて次のような特徴を持つ。①天長節、紀元節など
の式典における講演も報告していること、②講演者
の属性として軍関係者の割合が高いこと、③式典に
おける講演や学外講師による講義以外に学内講師に
よる正規科目の中に組み込む対応があること、の３
点である。 
戦時期の日本で唯一のカトリック系大学であった
上智大学は昭和７（1932）年５月の靖国神社事件に
より陸軍省から配属将校を引き揚げられてしまうと
いう問題に直面することとなり、入学志願者数の減
少など大きな打撃を受けることになった 34）。このこ
とが①～③の特徴の背景にある。上智大学と文部省
が陸軍省に懇請したことにより昭和８年 11 月に新
しい将校が配属されることになったが、これを機に
上智大学は明治神宮や靖国神社への集団参拝を学校
行事として組み入れた他、教育勅語の奉読や各種勅
令の奉読を次々に実施していくこととなった。 
日本文化講義実施状況報告の日付の８日後に当た
る昭和 13 年６月 11 日付で学長ヘルマン・ホイヴェ
ルス名にて上智大学が文部省に送付した「国民精神
総動員実施ニ関スル状況報告ノ件」35）には「本科予
科全学生生徒ニ対シテ行ヒシモノ」として 20 の件名
が内容摘記とともに挙げられている。そのうち過半
数の 11 件は「日本文化講義実施状況報告」と重複し
ていた。また、予科で教授講師が休講し補講者を準
備できない時は「国体の本義」や教学叢書を有効利
用しているという報告を記載している点でも「国民
精神総動員実施ニ関スル状況報告ノ件」と「日本文
化講義実施状況報告」は共通していた。当時の上智
大学は文部当局からの照会に対しては当局に対して
協力的であることを過度に示そうとした形跡がうか
がえる。 
ただし、それが文部当局に対する強い警戒心によ
るものであったとは言い難い面もある。上智大学が
怖れていたのは文部当局よりもその背後に見え隠れ
する軍部・陸軍省であった可能性が高い。日本文化
講義実施状況の報告に御真影奉戴式や靖国神社参拝
を含め、また軍関係者による講演を多数挙げている
のは靖国神社事件で強い圧力を受けた軍部・陸軍省
への警戒があってのことと見られる。 
靖国神社事件の後遺症として軍部・陸軍省を強く
怖れる上智大学にとって文部当局は軍部・陸軍省と
の折衝の仲介役・相談役というような位置付けにな
っていたのではなかろうか。文部当局との交渉・相
談を重ねることで、当局の考え方や対応を知悉する
に至ったと見られる。それは「このように対応すれ
ば切り抜けることが可能である」、「ここまでならば
当局は許容する」といった文部当局との付き合い方
や駆け引き、対応方法を習得することにもつながっ
たであろう。 
文部省・教学局からの日本文化講義実施状況の照
会に関する発指 17 号通牒の発信日が昭和 13 年３月
８日であるにもかかわらず、上智大学が送った報告
文書の日付は 13 年６月３日であり、回答に約３ヶ月
も要することになっていた。上智大学史資料室が所
蔵する諸達綴や雑書類の簿冊の中に３月８日付けの
発指 17 号通牒やその督促である５月１日付けの発
指 17 号通牒は綴じられていないが、恐らくは督促の
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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通牒を受け取り、それから更に１ヶ月要して日本文
化講義の実施状況報告文書を作成したものと見られ
る。１度は文部当局の通牒に回答しなかったという
ことであり、督促の通牒受信後も迅速に対応したと
は言い難い。昭和 13 年３月８日付け発指 17 号通牒
に対する各大学の回答文書の日付は拓殖大学が３月
23 日、大谷大学が３月 28 日、早稲田大学が３月 30
日であり、中央大学は日付不明ながら学内稟議の起
案日が３月 26 日であり、発送は４月２日であった。
上智大学の回答は他校に比べ極度に遅く、「日本文
化講義の実施状況については報告しなくともよい」、
「本件については文部当局を多少待たせても問題は
ない」といった判断がどこかにあったのではないか
と推量される。 
しかも日本文化講義という名称で講演を実施した
というよりは諸行事やその関連で行った講演の実施
をもって日本文化講義の実施とする対応を取ってお
り、そこには次の(3)で述べる既存講義での消化型対
応と共通するものがある。また上智大学では昭和９
年 11 月１日に創立記念日講演として井上哲次郎が
「日本精神と今後の教育」という演題で講演を行っ
ており 36）、日本文化講義については既に着手済みで
あるといった意識があった可能性もある。このよう
に日本文化講義の実施に関する上智大学の対応には
単に従順とは言い難い複雑な側面があった。 
 
(3) 既存講義での消化型対応 
学内では「日本文化講義」と銘打った講演を実施
していなかったにもかかわらず、文部省・教学局に
提出する日本文化講義実施状況報告には学内で実施
した別の講義をもって日本文化講義を実施したこと
に代える対応があった。既存講義での消化型対応と
も呼ぶべきこの対応を取った大学の典型が本稿
3.3(1)で取り上げた早稲田大学である。 
創設以来、早稲田では「科外講義」の実施が伝統
となっていた。早稲田では明治 15（1882）年の東京
専門学校開設の願書に既に「時々科外講義ヲ設ケ、
諸名士ノ講演ヲ請ヒ、一般ノ学生ヲシテ之ヲ聴聞セ
シム」と記されていたようであり 37）、科外講義は創
立以来の古い歴史を持つ講義であった。 
科外講義に関しては明治 25 年７月の各学部委員
および講師会で決定された事項の中に、「科外講義
ノ制ヲ設クルコト。此講義ハ各科二学年以上ノモノ
ニ聴講セシムルコト」とあり、制度として正式に記
録されていた 38）。早稲田における科外講義は、時に
応じて単一あるいは複数学科の学生、あるいは全学
生を対象とし、演説会の形式をとるものと、講義・
講話の形式をとるものとがあった。 
科外講義39）に対して早稲田はその充実に相当力を
入れていたようであり、担当部署として大正７
（1918）年 11 月に「編集及講演部」が新設され、部
長に内ヶ崎作三郎が任じられている。昭和４（1929）
年 10 月には喜多壮一郎が講演部長に就き、なかでも
科外講義専任講師に就いていた新渡戸稲造が担当す
る科外講義は学内外で評判になっていたようである。
また、喜多やその後任部長の出井盛之は学生新聞『早
稲田大学新聞』の指導にも当たっていたため、同紙
には科外講義の予定記事が頻繁に掲載され、学内に
おける科外講義の周知が図られていたことがわかる。 
早稲田が文部省・教学局に報告した昭和 12、13
年度実施の「日本文化講義」26 件（本稿 3.3(1)の表
－５・６参照）のうち、昭和 12 年９月 14～21 日の
総長・田中穂積による「時局に関する訓話」、昭和
13 年２月 16 日の國學院大學講師・小野祖教「神道
に関する講話」、昭和 14 年２月９日の陸軍少将・松
室孝良「東亜の建設と民族問題」（国民精神発揚週間
特別講義）の３件以外は全て科外講義として実施さ
れたものであり、『早稲田大学百年史 第３巻』（昭
和 62 年）の「第四十八表 科外講義（昭和六年四月
―十八年十二月）」の一覧の中に掲載されている40）。 
また、文部当局に報告されたこれらの日本文化講
義は昭和 13 年２月 17 日の早稲田大学教授・松永材
「日本精神論」、昭和 13 年５月 23 日の理化学研究所
長・大河内正敏「科学主義工業」の２件以外は『早
稲田大学新聞』で科外講義ないしは特別講義として
講義の事前もしくは事後に記事として報じられてい
た。繰り返しになるが、いずれも記事中に日本文化
講義といった言葉は出て来ない。 
例えば早稲田大学教授・杉森孝次郎が昭和 12 年４
月 30 日に行った講演「フィリピン、シャム等の現勢
と日本」は『早稲田学報』昭和 12 年５月号の校報欄
では「科外講義」として記載されており、また『早
稲田大学新聞』も第 69 号（昭和 12 年４月 28 日）の
２面で「科外講義二つ／来る卅日に杉森教授／五月
七日に吉岡文六氏」との見出しの下、次のように報
じていた。 
本学園の特色として各方面に注目されてゐる科
外講義はその異色ある論題と権威ある講師に一
般学生の間で甚だ好評を博してゐるが、新学期
第一回の科外講義は来る三十日（金）午後三時
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より大隈講堂において第二学院長杉森孝次郎氏
により「フイリピツン、シヤム等の現勢と日本
と題して開講され次いで五月七日（金）午後三
時同じく大隈講堂に於て東京日日新聞東亜部長
吉岡文六氏が「建設過程にある支那を観る」と
題して夫々広く新鮮なニーユースと興味ある視
覚から講演されることヽなつた 
この記事は科外講義の事実上の宣伝記事になって
いる。更に注目されるのは科外講義に関する「小澤
教務課長談」が次のように紹介されていることであ
る。 
新学期の第一回科外講義を迎へるに当り教務課
長小澤恒一氏は語る 
正科の講義以外に世界及び日本の時事問題に
就て名士の講演を主として行つてゐる、之は
凡ゆる方面から高い意味の常識を養つて模範
国民の教養を向上するのが目的で殊に最近日
、、、、、
本文化及び国民性を尊重する傾向が強くなつ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
てゐる
、、、
からこの科外講義も成る可く夫に関聯
する様にも考へてゐる、之に依つて各々の専
門的な研究も現実の社会の事実と緊密な接触
を計り新鮮味を与へる事が出来る、又一方早
．
稲田の様な総合大学の特色を発揮して文化科
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
学、自然科学の握手といつた様な両方面の研
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
究を調和総合して行く処にも科外講義の任務
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
があると思ふ
．．．．．．
さういう意味でこれは補助講義
として有意義であるから学生諸君にも奮つて
出席される様希望（傍点は引用者） 
教務課長談のうち最初に傍点を付した部分は単に
当時の時流を踏まえただけのものかもしれないが、
「日本文化」という言葉を出している点で文部省・
教学局が私立大学に実施を慫慂していた日本文化講
義を相当に意識しての談話であった可能性が高い。 
他方で後半に傍点を付した部分からは、今日的な
言葉で言えば科外講義を通じて文理融合的な教育を
展開していきたいという意図が読み取れる。これに
よって想起されるのは東京帝国大学の日本文化講義
に対する対応である。 
以前に拙稿で述べた通り 41）、東京帝大は日本文化
講義について教育の本義から見てあまりに狭量な制
度にすぎないと批判的に捉え、昭和 11 年度は帝国大
学や官立大学などの文部省直轄諸学校の中で唯一、
日本文化講義の実施を見送った。『帝国大学新聞』第
662 号（昭和 12 年３月１日）の２面に掲載された談
話の中で東京帝国大学総長の長与又郎は全学的な審
議機関として「教養委員会」を設置し、その中で学
生の教養涵養に向け議論する意向を示した。長与は
「人文、自然両科学の総合的な教養を学問の本質か
ら研究してゆくのである、だから日本文化講義はこ
の一部にすぎない」と語っている。東京帝大は昭和
12 年度以降、日本文化講義を実施するようになった
が、教養委員会での検討を経て、総合大学としての
質を上げるために文科学生に自然科学的知識を、理
科学生に人文科学的知識の注入を図る「全学講義」
を昭和 15 年度より実施していった。 
早稲田がどの程度東京帝大を意識していたかはわ
からない。しかし、早稲田が文部省・教学局から慫
慂のあった日本文化講義を全く無視した訳ではない
にせよ、新設の講義として取り扱うことはせず、あ
くまで創立以来の歴史ある科外講義の枠内で消化す
ることにし、日本文化講義よりもむしろ総合大学と
しての利を活かす人文社会科学、自然科学を融合し
た教育を科外講義の中で展開していく意図を持って
いたのは日本文化講義への対応という点で東京帝大
に通じるものがある 42）。創設以来の伝統である科外
講義を利用して当局への報告上は日本文化講義を実
施したと取り繕い、日本文化講義よりもむしろ科外
講義を充実させていくことの方を早稲田は重視して
いたものと思われる。 
昭和 14 年５月４日付けの教務課の回覧文書には
「一．日本文化講義実施状況照会ノ件／今般文部省
教学局指導部長ヨリ首題ノ件ニ関シ別紙ノ通リ照会
有之候ニ付来ル五月十日迄ニ御報告相成度此段御依
頼申上候也」と手書きで書かれている。「政 法 文 
商 理工 高師 専門部 第一 第二 夜専」と回
覧先と思われる部署の略称の上に各部署の責任者の
印が押されており、その横には手書きで「専門学校
実施ナシ」「商学部ニ於テハ実施せず」「法学部ニ於
テハ実施セズ」「理工学部実施セズ」と書かれている。
文部省・教学局への提出文書にある「各学部」は全
ての学部を指しているはずだが、個別の学部として
はいっさい実施せず、全学的な科外講義をもって実
施したことに代えていたというのが文部当局からの
日本文化講義実施通牒に対する早稲田の対応であっ
た。 
文部省・教学局に早稲田が提出した昭和 12 年度の
実施状況報告には実施した科目の一覧に続き、最後
に次の但し書き文がある。 
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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一、本大学ニ於テハ学科ノ関係上全学生ノ共通
必修科目ト為ス能ハザルヲ以テ之ヲ科外講
義又ハ特別講義トシテ成ルベク多数聴講シ
得ル様時間割ヲ考慮シ出席ヲ奨励セリ但シ
「時局ニ関スル総長訓話」ハ数回ニ亘リ全
部ニ聴講セシメタリ 
二、右ノ他九月以降ニ於テ直接事変ニ関スル科
外講義ヲ開催スルコト六回ニ及ビ其他間接
ニ国民精神総動員ニ寄与セル科外講義及映
画会ヲ数回開催シタリ 
これは日本文化講義を実施してはいなくとも科外
講義あるいは特別講義の実施をもって日本文化講義
の実施に代えたいという早稲田の意向を文部当局に
伝える意図があったと読める。 
昭和 11 年の『早稲田大学新聞』に目を通しても夏
休み期間を除きほぼ毎週発行されながら、日本諸学
振興委員会の学会、日本文化教官研究講習会、そし
て日本文化講義といった文部省の教学刷新事業を伝
える記事は見られない。この点で先に見た『日本医
科大学校友会会報』での報道とは対照的である。少
なくとも学生新聞の記者には文部省による教学刷新
事業は関心の外にあったと思われる。それは早稲田
当局の教学刷新事業に対する空気をある程度反映し
ていた可能性もあろう。 
もちろん、戦時期の早稲田大学には「津田左右吉
出版法違反事件」という受難があった 43）。東京帝大
に出講していた津田左右吉が蓑田胸喜の原理日本社
から津田の日本古代史研究は万世一系の国体を祝う
べき皇紀二千六百年祝典の趣旨に反するものである
との攻撃を執拗に受け、最終的に津田は早稲田を辞
職し、昭和 16年３月に出版法違反で公判に付される
ことになったという事件である。これを受け、早稲
田は文部大臣橋田邦彦から田中穂積総長宛に「戒告」
文書が送られることになった。  
しかし、津田事件後の早稲田において日本文化講
義が文字通り日本文化講義の名称で実施された形跡
は全くなく、また科外講義に国体や日本精神に関す
る内容の講演が増えたといった影響も見られなかっ
た。日本文化講義への対応という点に限れば津田事
件の影響は見られず、既存の科外講義の実施をもっ
て日本文化講義の実施と見なす対応は継続されてい
た。 
早稲田ほどではないが、こうした既存講義への消
化型対応と似た対応は他の大学にも見られるところ
である。例えば本稿 3.3(3)で取り上げた拓殖大学は
学内に「神道講座」を新設したことをもって日本文
化講義の実施として報告している。文部省・教学局
への日本文化講義実施状況報告の控えや下書きが残
っていない本稿 3.5 で取り上げた大学の中にも学外
で実施した別の講義をもって日本文化講義を実施し
たことに代える対応を行っていた大学があった可能
性もある。 
 
(4) 実質的に着手済みにつき実施せず 
文部省・教学局からの日本文化講義実施の通牒に
対して、｢既に実施しているのに何を今さら」といっ
た受け止め方をした大学もあったのではないかと考
えられる。つまり、国民的性格の涵養や日本精神の
発揚に資する講義あるいは日本独自の学問や文化に
ついて十分に理解体認させる講義は日常的な正課や
定例的に学外から講師を招聘し実施する講演会の中
で既に着手しており、文部当局からわざわざ実施を
指示されるまでもないという受け止め方をした私立
大学もあったのではなかろうか。 
そうした大学として例えば本稿 3.3(2)で取り上
げた日本大学が考えられる。日本大学が文部省・教
学局に送った昭和 13（1938）年度の日本文化講義実
施状況報告の冒頭には次の通り記されていた。 
日本精神ヲ以テ特ニ建学ノ主旨トナス本大学ニ
於テハ卒業式及授業ノ開始並ニ終了等所有ル機
会ニ於テ総長ヲ始めメトシ各部科長ノ訓示ヲ以
テ国民的性格ノ涵養及日本精神ノ発揚ニ資スル
ト共ニ日本文化ニ関スル十分ナル理解体認ヲ得
セシムルニ努ムルヲ例トナス 
右以外ニ各部科ニ於テ実施シタル「日本文化講
義」ノ主要ナルモノ左ノ如シ 
日本精神を以て建学の主旨としている以上、当局
が意図する日本文化講義のような講義は日本大学で
は日常的に実施されていたと考えるのが自然であろ
う。逆に言えば日本大学では文部当局から受信した
日本文化講義の実施に関する通牒に関係なく、こと
さら「日本文化講義」と銘打った講義を行う必要な
どなかったとも考えられる。 
本稿 3.5 で特に詳しい言及はしなかった國學院大
學については日本文化講義を実施したか否かは不明
であるが、むしろ実施しなかった可能性の方が高い
のではないかと考えられる。『國學院雑誌』や『國學
院大學新聞』に日本文化講義の実施がいっさい書か
れていないことも理由だが、明治 15（1882）年に創
設された皇典講究所を母体とし、同所の開講式（明
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治 15 年 11 月４日）で初代総裁・有栖川宮幟仁親王
が教職員・生徒に対して述べた「凡学問ノ道ハ本ヲ
立ツルヨリ大ナルハ莫シ故ニ国体ヲ講明シテ以テ立
国ノ基礎ヲ鞏クシ徳性ヲ涵養シテ以テ人生ノ本分ヲ
尽スハ百世易フベカラザル典則ナリ而シテ世或ハ此
ニ暗シ是レ本黌ノ設立ヲ要スル所以ナリ」44）という
告諭の「本ヲ立ツル」ことを建学の精神の基底とし
ている國學院大學が戦時期に日本文化に関する講義
を行うのは当然のことであったと思われる。「国学」
を大学名に持つ國學院大學にとって文部当局からの
日本文講義実施に関する通牒に対しては「何を今さ
ら」という受け止め方をしたのではないかと推量さ
れる。 
國學院では文部当局が求める日本文化講義は日常
的に学内で開講される科目で十分消化が可能な上、
学内の弁論部、国史学会、国文学会、音楽部などが
主催する学友会講演会が昭和初年より多数開催され
ていた。『國學院大學百年史（上巻）』（平成６年）に
は昭和 10～15 年度の学友会講演会の開催月日、主催、
演題、講師が示されているが 45）、例えば山本信哉に
よる「我国体ト日本精神」（国史学会主催）は文部省
からの日本文化講義実施に関する発思 87 号通牒（昭
和 11 年７月 22 日付）が出る前の昭和 11 年５月 30
日に開催されているものの、演題から見てそのまま
日本文化講義として実施できる内容のものであった
と考えられる。 
その後も松永材「日本主義者ノ現世観」（弁論部、
昭和 12 年１月 19 日）、田辺尚雄「レコードによる東
洋音楽解説」（音楽部、昭和 12 年 10 月９日）、河野
省三「時局と武士道」（道義学会、昭和 13 年 11 月
12 日）、下村海南（宏）「世界状勢ヨリ見タル日本教
育」（教育研究会、昭和 14 年 10 月 14 日）、村岡典嗣
「日本精神史ニツイテ」（昭和 15 年 12 月 14 日）な
ど講師の顔ぶれ、演題から判断した場合に文部当局
の求める日本文化講義としてそのまま実施できる講
演が毎年度開催されていた。 
この種の講演をもって日本文化講義の実施と報告
することは容易であったと思われ、当局の要請に従
い、ことさら日本文化講義を開講することは國學院
大學にとって屋上屋を架す如きものであったと見ら
れる。 
 
(5) 「実施せず」と正直に回答 
文部省・教学局からの日本文化講義実施状況の照
会に対して「実施せず」との報告を行ったのが 3.4
で触れた専修大学（昭和 12、13 年度）と明治学院（昭
和 12 年度）であった。その後に日本文化講義を実施
したか否かは不明であるが、実施しなかった可能性
は十分にあると思われる。両校とも日本文化講義と
して実施したと回答しうるような講演を学内で実施
していながら、日本文化講義という名称で実施して
いないゆえに「実施せず」との正直な回答を行った
ものと見られる。 
専修大学も明治学院も学生新聞の記事を見る限り
では時局対応の講演を昭和 14（1939）年度以降もし
ばしば開催していた。例えば、『専修大学経済新聞』
第 189 号（昭和 15 年２月１日）によれば、専修大学
では昭和 15（1940）年１月 23～26 日に国防意識の
普及を目指して「国防学生講座」を開催し、軍関係
者による講演が連日行われていた。 
また、明治学院では昭和 15 年 11 月７日に高等商
業部第二部開設５周年を記念して新体制講演会を開
催し、企画院書記官・美濃部洋次による「産業の新
体制」、大政翼賛会総務部長・松前重義による「青年
の新体制」という演題の講演が実施されていたこと
が、『明治学院時報』第 100 号（昭和 15 年 11 月 20
日）で確認できる。 
専修大学と明治学院については、軍部や陸軍省の
ことは十分に意識しながらも、日本文化講義に関し
ては特に実施の必要性を感じず、実施には踏み切ら
なかったという可能性が高い。 
 
５．日本文化講義への対応から考える私立の高等
教育機関と文部当局の関係―むすびに代え
て 
 
最後に私立の大学、高等学校、専門学校における
日本文化講義が思想善導策として十分に機能したか
否かについて私立の高等教育機関と文部当局との関
係も考えながら私見を述べ、むすびに代えたい。 
創立百年史、百二十年史などの各私立大学の沿革
史では大学によって割かれている紙幅に差はあって
も、戦時期における学園の動向として御真影奉戴、
軍事教練強化、勤労奉仕、報国団（報国隊）の結成、
学徒勤労動員、在学修業年限短縮、学徒出陣などへ
の言及が必ずと言ってよいほどなされてきた。戦時
期の私立の高等教育機関にとってこれらの事項は避
けて通ることのできないものであった。 
これに対して戦時期における文部当局による教学
刷新事業に触れる大学沿革史は必ずしも多くはなく、
戦時期の私立大学に見る「日本文化講義」への対応
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日本文化講義にまで言及する沿革史は少数である。
今回の調査でも戦時期に発行された各校の学内報や
紀要類の彙報欄を閲覧した限りでは、日本諸学振興
委員会の各種学会への所属教員の参加や日本文化教
官研究講習会への所属教員の派遣に比べ同じ教学刷
新事業である日本文化講義の実施については記載が
少なかった。関西圏の私立大学では７校中６校で実
施されていた日本文化講義も東京圏における私立の
大学、高等学校、専門学校では文部当局が発信した
日本文化講義の実施に関する通牒を受けて一律従順
に実施されていたとは言い難いという調査結果とな
った。 
もちろん以前に拙稿で述べた通り46）、『中外日報』
第 11123 号（昭和 11 年９月 17 日）で日本文化講義
の実施に関する文部当局の通牒に対する私学の当惑
が報じられるなど、対応に苦しんだ私学もあったよ
うである。しかし、今回調査した東京圏に所在する
私立大学・学校に関してはその対応は、従順に実施
するものばかりではなく、既存の科外講義の枠内で
の消化や実施そのものを見送るなどまさに多様なも
のであった。このように見てきた場合、思想対策の
一環、更に言えば思想善導策として文部当局が目論
んだ日本文化講義は少なくとも東京圏における私立
の教育現場では必ずしも十分に機能しなかったと思
われる。 
『國學院雑誌』第 45 巻第２号（昭和 14 年２月号）
の巻頭に同誌編輯主任の進藤譲は「大学らしき大学」
という題で小文を寄せ、「先般荒木文相が各帝国大
学総長・各官公立大学長を召集し、大学の刷新、日
本学の建設に就いて懇談したといふことは、遅かり
しとはいへ、其の趣旨に於て恐らく何人も異議はあ
るまい。唯、記者をして言はしむれば何故に帝大・
官公立大に限つたかである、何故大学令に依る私立
大学を除外したかといふことである。……文部省の
吏僚中には、官学私学の差別的観念の頗る濃厚なる
ものが少なくないのである」47）と私大軽視の文部省
の姿勢を批判している。大学の刷新、日本学の建設
と同様に文部当局は私学における日本文化講義の実
施に関しても軽視とまでは言えなくとも期待はしな
いといったところがあったのが実情ではないだろう
か。 
そもそも帝国大学や官立大学、官立の高等学校や
専門学校といった文部省直轄諸学校に対しては日本
文化講義実施の予算措置がなされていたが、私立の
高等教育機関に対しては予算措置がなかった。私立
の大学・学校に対して日本文化講義実施の通牒を出
した文部省・教学局の側も予算措置を講じていない
以上、実施を強要することはできないと認識してい
たと思われる。 
実際のところ、本稿２．で言及した昭和 11（1936）
年７月 22 日付けの発思 87 号通牒「日本文化講義実
施ニ関スル件」では「貴学ニ於テモ之ニ準シ本制度
ノ趣旨ノ達成ニ御尽力有之様特ニ御配慮相成度」と
いう文言にとどまっており、日本文化講義の実施計
画書の提出を求めた文部省直轄諸学校に比べれば私
立の大学・学校に対しては日本文化講義の実施を強
要すると呼べるものではなかった。 
また、私立の大学・学校に対して日本文化講義の
実施状況を照会する昭和 13 年３月８日付けの発指
17 号通牒も 14 年５月１日付けの発指 19 号通牒も
「実施しなかった場合も報告せよ」という主旨の文
言が入っており、文部当局には実施しない私立大
学・学校が出ることは織り込み済みであったとも考
えられる。日本文化講義の実施状況の照会が昭和 12、
13 年度の２年度のみにとどまった可能性が高いの
も私立の高等教育機関に日本文化講義の実施を強制
することはできないという考えが文部当局にあった
ためと推量される。 
専修大学や明治学院のように日本文化講義につい
て「実施せず」という回答を行った大学、専門学校
に対して実施を促す指導がなされた形跡も現時点で
確認できていない。本稿 3.4 で述べた通り、両校の
学生新聞には日本文化講義の実施記事はないが、も
し日本文化講義の実施に関する強い指導が文部当局
から入ったのであれば、指導された側は日本文化講
義の実施を学内で徹底的に周知し、それを反映して
学生新聞や学内報にも日本文化講義の予告記事や実
施記事が登場するのが自然だと考えられる。 
しかも文部省直轄諸学校と異なり、私立の大学・
学校については日本文化講義の実施計画書の提出は
不要であり、講師選定も文部省・教学局と事前に相
談する必要は無かった。文部省直轄諸学校に比べ日
本文化講義を実施するに当たっての自由度は私学側
の方が明らかに高く、別の行事で行った講義を日本
文化講義として報告する、科外講義の枠内で消化す
る、実施しないなどといった多様な対応につながっ
たと見られる。 
このように考えれば、私立の大学・学校に対する
日本文化講義の実施はあくまでも２．で取り上げた
『思想対策の概況』の文言にある通り「慫慂」とい
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うそれ相応の強い言葉ではあっても、「強制」には至
らず、私立の大学・学校の中にも「日本文化講義の
実施は強制ではない」と受け止めたところもあった
と見るべきであろう。 
更に言えば戦時期の私立大学・学校の中には軍部
や陸軍省と比べ文部当局のことを必ずしもさほど強
く意識していないところもあったように思える。津
田左右吉出版法違反事件で受難した早稲田にしても
文部当局と協議する以前に蓑田胸喜一派からの攻撃
に苦慮していた。文部当局よりも右翼の方が厄介な
存在であったはずである。戦時期の私立の高等教育
機関にとって、文部省から督学官の視察を受けるこ
とがあるとはいえ、校内に配属将校を常駐させてい
る軍部や手段を選ばす執拗に誹謗中傷を繰り返す右
翼ほどには文部省・教学局は怖い存在ではなかった
と考えられる。そのことが日本文化講義実施への対
応の差となり現れているというのが今回の調査結果
の示唆するところである。 
先に引用した通り、國學院大學の進藤譲のように
対外的にも発表している学内雑誌で堂々と文部省批
判を行った私立大学関係者もいた。私学助成が十分
ではなかった戦時期にあっては私学と文部当局の関
係も大学・学校によって温度差があり、むしろ私学
助成や各種補助金交付が関係する現在の方が私大の
文部当局への意識は強いようにすら思える。 
このように考えた場合、戦時期の私立大学経営に
かかわる諸政策について検討し、「文部省は助成な
どの代償なしに、私立大学経営への強い介入をおこ
なうことに躊躇があったと思われる」48）と述べる伊
藤彰浩の指摘は示唆的である。伊藤は「戦時期の文
部省・私立大学関係は、一方的・強圧的に前者が後
者を締め付ける、という状態からはほど遠かったの
ではないか」49）という結論を導き出している。日本
文化講義の実施に限って言えば、文部省と私立の高
等教育機関との関係は少なくとも東京圏の私学に関
しては伊藤の指摘する状況に近かったと思われる。 
ただし、私立大学における日本文化講義の全容解
明に関しては資料面での制約が多く、本稿でも十分
に究明しきれなかったところが残っている。日本文
化講義を含め戦時期の教学刷新事業の実態解明が進
むべく、私立各校の大学図書館や大学アーカイブズ
（資料館、文書館、歴史館、大学史資料センターな
ど）における学内文書の資料整理が今後進展するこ
とに伴い、現時点で未整理等の理由により対外的に
公開されていない学内文書が公開対象となることを
強く期待したい。 
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